
1111    

大垣市税条例大垣市税条例大垣市税条例大垣市税条例のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする条例条例条例条例    新旧対照表新旧対照表新旧対照表新旧対照表    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

（（（（個人個人個人個人のののの市民税市民税市民税市民税のののの非課税非課税非課税非課税のののの範囲範囲範囲範囲））））    

第第第第17171717条条条条    次次次次のののの各号各号各号各号のいずれかにのいずれかにのいずれかにのいずれかに該当該当該当該当するするするする者者者者

にににに対対対対してはしてはしてはしては、、、、市民税市民税市民税市民税（（（（第第第第2222号号号号にににに該当該当該当該当するするするする者者者者

にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、第第第第34343434条条条条のののの2222のののの規定規定規定規定によりによりによりにより課課課課すすすす

るるるる所得割所得割所得割所得割（（（（以下以下以下以下「「「「分離課税分離課税分離課税分離課税にににに係係係係るるるる所得割所得割所得割所得割」」」」

というというというという。）。）。）。）をををを除除除除くくくく。）。）。）。）をををを課課課課さないさないさないさない。。。。ただしただしただしただし、、、、

法法法法のののの施行地施行地施行地施行地にににに住所住所住所住所をををを有有有有しないしないしないしない者者者者についてについてについてについて

はははは、、、、このこのこのこの限限限限りでないりでないりでないりでない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

２２２２    略略略略 

３３３３    略略略略 

（（（（均等割均等割均等割均等割のののの税率税率税率税率）））） 

第第第第24242424条条条条    略略略略 

２２２２    第第第第16161616条第条第条第条第1111項第項第項第項第3333号又号又号又号又はははは第第第第4444号号号号のののの者者者者にににに対対対対

してしてしてして課課課課するするするする均等割均等割均等割均等割のののの税率税率税率税率はははは、、、、次次次次のののの表表表表のののの左左左左

欄欄欄欄にににに掲掲掲掲げるげるげるげる法人法人法人法人のののの区分区分区分区分にににに応応応応じじじじ、、、、それぞれそれぞれそれぞれそれぞれ

同表同表同表同表のののの右欄右欄右欄右欄にににに定定定定めるめるめるめる額額額額とするとするとするとする。。。。 

３３３３    略略略略 

４４４４    略略略略 

（（（（市民税市民税市民税市民税のののの申告申告申告申告）））） 

第第第第28282828条条条条のののの2222    略略略略 

２２２２    略略略略 

３３３３    給与所得等以外給与所得等以外給与所得等以外給与所得等以外のののの所得所得所得所得をををを有有有有しなかったしなかったしなかったしなかった

者者者者（（（（第第第第1111項又項又項又項又はははは前項前項前項前項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより第第第第1111項項項項のののの

申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出するするするする義務義務義務義務をををを有有有有するするするする者者者者をををを除除除除

くくくく。）。）。）。）はははは、、、、雑損控除額若雑損控除額若雑損控除額若雑損控除額若しくはしくはしくはしくは医療費控除医療費控除医療費控除医療費控除

額額額額のののの控除控除控除控除、、、、法第法第法第法第313313313313条第条第条第条第8888項項項項にににに規定規定規定規定するするするする純純純純

損失損失損失損失のののの金額金額金額金額のののの控除控除控除控除、、、、同条第同条第同条第同条第9999項項項項にににに規定規定規定規定するするするする

純損失若純損失若純損失若純損失若しくはしくはしくはしくは雑損失雑損失雑損失雑損失のののの金額金額金額金額のののの控除又控除又控除又控除又はははは

寄附金税額控除額寄附金税額控除額寄附金税額控除額寄附金税額控除額のののの控除控除控除控除をををを受受受受けようとすけようとすけようとすけようとす

るるるる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、3333月月月月15151515日日日日までにまでにまでにまでに第第第第1111項項項項のののの申告申告申告申告

（（（（個人個人個人個人のののの市民税市民税市民税市民税のののの非課税非課税非課税非課税のののの範囲範囲範囲範囲）））） 

第第第第17171717条条条条    次次次次のののの各号各号各号各号のいずれかにのいずれかにのいずれかにのいずれかに該当該当該当該当するするするする者者者者

にににに対対対対してはしてはしてはしては、、、、市民税市民税市民税市民税（（（（第第第第2222号号号号にににに該当該当該当該当するするするする者者者者

にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、第第第第34343434条条条条のののの2222のののの規定規定規定規定によってによってによってによって課課課課

するするするする所得割所得割所得割所得割（（（（以下以下以下以下「「「「分離課税分離課税分離課税分離課税にににに係係係係るるるる所得所得所得所得

割割割割」」」」というというというという。）。）。）。）をををを除除除除くくくく。）。）。）。）をををを課課課課さないさないさないさない。。。。たたたた

だしだしだしだし、、、、法法法法のののの施行地施行地施行地施行地にににに住所住所住所住所をををを有有有有しないしないしないしない者者者者にににに

ついてはついてはついてはついては、、、、このこのこのこの限限限限りでないりでないりでないりでない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

２２２２    略略略略 

３３３３    略略略略 

（（（（均等割均等割均等割均等割のののの税率税率税率税率）））） 

第第第第24242424条条条条    略略略略 

２２２２    第第第第16161616条第条第条第条第1111項第項第項第項第3333号又号又号又号又はははは第第第第4444号号号号のののの者者者者にににに対対対対

してしてしてして課課課課するするするする均等割均等割均等割均等割のののの税率税率税率税率はははは、、、、次次次次のののの表表表表のののの左左左左

欄欄欄欄にににに掲掲掲掲げるげるげるげる法人法人法人法人のののの区分区分区分区分にににに応応応応じじじじ、、、、それぞれそれぞれそれぞれそれぞれ

当該当該当該当該右欄右欄右欄右欄にににに定定定定めるめるめるめる額額額額とするとするとするとする。。。。 

３３３３    略略略略 

４４４４    略略略略 

（（（（市民税市民税市民税市民税のののの申告申告申告申告）））） 

第第第第28282828条条条条のののの2222    略略略略 

２２２２    略略略略 

３３３３    給与所得等以外給与所得等以外給与所得等以外給与所得等以外のののの所得所得所得所得をををを有有有有しなかったしなかったしなかったしなかった

者者者者（（（（第第第第1111項又項又項又項又はははは前項前項前項前項のののの規定規定規定規定によってによってによってによって第第第第1111項項項項

のののの申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出するするするする義務義務義務義務をををを有有有有するするするする者者者者をををを除除除除

くくくく。）。）。）。）はははは、、、、雑損控除額若雑損控除額若雑損控除額若雑損控除額若しくはしくはしくはしくは医療費控除医療費控除医療費控除医療費控除

額額額額のののの控除控除控除控除、、、、法第法第法第法第313313313313条第条第条第条第8888項項項項にににに規定規定規定規定するするするする純純純純

損失損失損失損失のののの金額金額金額金額のののの控除控除控除控除、、、、同条第同条第同条第同条第9999項項項項にににに規定規定規定規定するするするする

純損失若純損失若純損失若純損失若しくはしくはしくはしくは雑損失雑損失雑損失雑損失のののの金額金額金額金額のののの控除又控除又控除又控除又はははは

寄附金税額控除額寄附金税額控除額寄附金税額控除額寄附金税額控除額のののの控除控除控除控除をををを受受受受けようとすけようとすけようとすけようとす

るるるる場合場合場合場合においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、3333月月月月15151515日日日日までにまでにまでにまでに第第第第1111項項項項



2222    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

書書書書をををを市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

    

４４４４    第第第第1111項項項項ただしただしただしただし書書書書にににに規定規定規定規定するするするする者者者者（（（（第第第第2222項項項項のののの

規定規定規定規定によりによりによりにより第第第第1111項項項項のののの申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出するするするする義義義義

務務務務をををを有有有有するするするする者者者者をををを除除除除くくくく。）。）。）。）はははは、、、、前年中前年中前年中前年中においにおいにおいにおい

てててて純損失又純損失又純損失又純損失又はははは雑損失雑損失雑損失雑損失のののの金額金額金額金額があるがあるがあるがある場合場合場合場合にににに

はははは、、、、3333月月月月15151515日日日日までにまでにまでにまでに、、、、同項同項同項同項のののの申告書申告書申告書申告書をををを市長市長市長市長

にににに提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

５５５５    市長市長市長市長はははは、、、、市民税市民税市民税市民税のののの賦課徴収賦課徴収賦課徴収賦課徴収についてについてについてについて必必必必

要要要要があるとがあるとがあるとがあると認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、第第第第16161616条第条第条第条第1111

項第項第項第項第1111号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる者者者者のうちのうちのうちのうち所得税法第所得税法第所得税法第所得税法第226226226226

条第条第条第条第1111項若項若項若項若しくはしくはしくはしくは第第第第3333項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる前年前年前年前年

のののの給与所得若給与所得若給与所得若給与所得若しくはしくはしくはしくは公的年金等公的年金等公的年金等公的年金等にににに係係係係るるるる所所所所

得得得得にににに係係係係るるるる源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票をををを交付交付交付交付されるものされるものされるものされるもの又又又又

はははは同条第同条第同条第同条第4444項項項項ただしただしただしただし書書書書のののの規定規定規定規定によりによりによりにより給与給与給与給与

所得若所得若所得若所得若しくはしくはしくはしくは公的年金等公的年金等公的年金等公的年金等にににに係係係係るるるる所得所得所得所得にににに係係係係

るるるる源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票のののの交付交付交付交付をををを受受受受けるけるけるけることができことができことができことができ

るものにるものにるものにるものに、、、、当該源泉徴収票又当該源泉徴収票又当該源泉徴収票又当該源泉徴収票又はそのはそのはそのはその写写写写しししし

をををを提出提出提出提出させることができるさせることができるさせることができるさせることができる。。。。 

６６６６    市長市長市長市長はははは、、、、市民税市民税市民税市民税のののの賦課徴収賦課徴収賦課徴収賦課徴収についてについてについてについて必必必必

要要要要があるとがあるとがあるとがあると認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、第第第第16161616条第条第条第条第1111

項第項第項第項第2222号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる者者者者にににに、、、、3333月月月月15151515日日日日までにまでにまでにまでに賦賦賦賦

課期日現在課期日現在課期日現在課期日現在においてにおいてにおいてにおいて、、、、市内市内市内市内にににに有有有有するするするする事務事務事務事務

所所所所、、、、事業所又事業所又事業所又事業所又はははは家屋敷家屋敷家屋敷家屋敷のののの所在所在所在所在そのそのそのその他必要他必要他必要他必要

なななな事項事項事項事項をををを申告申告申告申告させることができるさせることができるさせることができるさせることができる。。。。 

７７７７    市長市長市長市長はははは、、、、市民税市民税市民税市民税のののの賦課徴収賦課徴収賦課徴収賦課徴収についてについてについてについて必必必必

要要要要があるとがあるとがあるとがあると認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、新新新新たにたにたにたに第第第第16161616

条第条第条第条第1111項第項第項第項第3333号又号又号又号又はははは第第第第4444号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる者者者者にににに該該該該

当当当当することとなったすることとなったすることとなったすることとなった者者者者にににに、、、、当該該当当該該当当該該当当該該当するするするする

こととなったこととなったこととなったこととなった日日日日からからからから2222月以内月以内月以内月以内にににに、、、、そのそのそのその名名名名

称称称称、、、、代表者又代表者又代表者又代表者又はははは管理人管理人管理人管理人のののの氏名氏名氏名氏名、、、、主主主主たるたるたるたる事事事事

務所又務所又務所又務所又はははは事業所事業所事業所事業所のののの所在所在所在所在、、、、当該市内当該市内当該市内当該市内にににに有有有有すすすす

るるるる事務所事務所事務所事務所、、、、事業所又事業所又事業所又事業所又はははは寮等寮等寮等寮等のののの所在所在所在所在、、、、法人法人法人法人

のののの申告書申告書申告書申告書をををを市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならなしなければならなしなければならなしなければならな

いいいい。。。。 

４４４４    第第第第1111項項項項ただしただしただしただし書書書書にににに規定規定規定規定するするするする者者者者（（（（第第第第2222項項項項のののの

規定規定規定規定によってによってによってによって第第第第1111項項項項のののの申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出するするするする

義務義務義務義務をををを有有有有するするするする者者者者をををを除除除除くくくく。）。）。）。）はははは、、、、前年中前年中前年中前年中におにおにおにお

いていていていて純損失又純損失又純損失又純損失又はははは雑損失雑損失雑損失雑損失のののの金額金額金額金額があるがあるがあるがある場合場合場合場合

においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、3333月月月月15151515日日日日までにまでにまでにまでに、、、、第第第第1111項項項項のののの申申申申

告書告書告書告書をををを市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

５５５５    市長市長市長市長はははは、、、、市民税市民税市民税市民税のののの賦課徴収賦課徴収賦課徴収賦課徴収についてについてについてについて必必必必

要要要要があるとがあるとがあるとがあると認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、第第第第16161616

条第条第条第条第1111項第項第項第項第1111号号号号のののの者者者者のうちのうちのうちのうち所得税法第所得税法第所得税法第所得税法第226226226226

条第条第条第条第1111項若項若項若項若しくはしくはしくはしくは第第第第3333項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる前年前年前年前年

のののの給与所得若給与所得若給与所得若給与所得若しくはしくはしくはしくは公的年金等公的年金等公的年金等公的年金等にににに係係係係るるるる所所所所

得得得得にににに係係係係るるるる源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票をををを交付交付交付交付されるものされるものされるものされるもの又又又又

はははは同条第同条第同条第同条第4444項項項項ただしただしただしただし書書書書のののの規定規定規定規定によりによりによりにより給与給与給与給与

所得若所得若所得若所得若しくはしくはしくはしくは公的年公的年公的年公的年金等金等金等金等にににに係係係係るるるる所得所得所得所得にににに係係係係

るるるる源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票のののの交付交付交付交付をををを受受受受けることができけることができけることができけることができ

るものにるものにるものにるものに、、、、当該源泉徴収票又当該源泉徴収票又当該源泉徴収票又当該源泉徴収票又はそのはそのはそのはその写写写写しししし

をををを提出提出提出提出させることができるさせることができるさせることができるさせることができる。。。。 

６６６６    市長市長市長市長はははは、、、、市民税市民税市民税市民税のののの賦課徴収賦課徴収賦課徴収賦課徴収についてについてについてについて必必必必

要要要要があるとがあるとがあるとがあると認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、第第第第16161616

条第条第条第条第1111項第項第項第項第2222号号号号のののの者者者者にににに、、、、3333月月月月15151515日日日日までにまでにまでにまでに賦課賦課賦課賦課

期日現在期日現在期日現在期日現在においてにおいてにおいてにおいて、、、、市内市内市内市内にににに有有有有するするするする事務所事務所事務所事務所、、、、

事業所又事業所又事業所又事業所又はははは家屋敷家屋敷家屋敷家屋敷のののの所在所在所在所在そのそのそのその他必要他必要他必要他必要なななな事事事事

項項項項をををを申告申告申告申告させることができるさせることができるさせることができるさせることができる。。。。 

７７７７    市長市長市長市長はははは、、、、市民税市民税市民税市民税のののの賦課徴収賦課徴収賦課徴収賦課徴収についてについてについてについて必必必必

要要要要があるとがあるとがあるとがあると認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、新新新新たたたた

にににに第第第第16161616条第条第条第条第1111項第項第項第項第3333号又号又号又号又はははは第第第第4444号号号号のののの者者者者にににに該該該該

当当当当することとなったすることとなったすることとなったすることとなった者者者者にににに、、、、当該該当当該該当当該該当当該該当するするするする

こととなったこととなったこととなったこととなった日日日日からからからから2222月月月月以内以内以内以内にににに、、、、そのそのそのその名名名名

称称称称、、、、代表者又代表者又代表者又代表者又はははは管理人管理人管理人管理人のののの氏名氏名氏名氏名、、、、主主主主たるたるたるたる事事事事

務所又務所又務所又務所又はははは事業所事業所事業所事業所のののの所在所在所在所在、、、、当該市内当該市内当該市内当該市内にににに有有有有すすすす

るるるる事務所事務所事務所事務所、、、、事業所又事業所又事業所又事業所又はははは寮等寮等寮等寮等のののの所在所在所在所在、、、、法人法人法人法人
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番号番号番号番号（（（（行政手続行政手続行政手続行政手続におけるにおけるにおけるにおける特定特定特定特定のののの個人個人個人個人をををを識識識識

別別別別するためのするためのするためのするための番号番号番号番号のののの利用等利用等利用等利用等にににに関関関関するするするする法律法律法律法律

（（（（平成平成平成平成25252525年法律第年法律第年法律第年法律第27272727号号号号））））第第第第2222条第条第条第条第15151515項項項項にににに規規規規

定定定定するするするする法人番号法人番号法人番号法人番号をいうをいうをいうをいう。。。。以下市民税以下市民税以下市民税以下市民税につにつにつにつ

いていていていて同同同同じじじじ。）、。）、。）、。）、当該該当当該該当当該該当当該該当することとなったすることとなったすることとなったすることとなった

日日日日そのそのそのその他必要他必要他必要他必要なななな事項事項事項事項をををを申告申告申告申告させることがさせることがさせることがさせることが

できるできるできるできる。。。。第第第第16161616条第条第条第条第1111項第項第項第項第3333号又号又号又号又はははは第第第第4444号号号号のののの者者者者

にににに該当該当該当該当するするするする者者者者のののの申告事項申告事項申告事項申告事項にににに異動異動異動異動がががが生生生生じたじたじたじた

場合場合場合場合もももも、、、、同様同様同様同様とするとするとするとする。。。。 

（（（（特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者）））） 

第第第第32323232条条条条のののの7777    前条第前条第前条第前条第1111項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる特別徴特別徴特別徴特別徴

収収収収にににに係係係係るるるる年金所得年金所得年金所得年金所得にににに係係係係るるるる特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額のののの

特別徴収義特別徴収義特別徴収義特別徴収義務者務者務者務者はははは、、、、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日におにおにおにお

いていていていて特別徴収対象年金所得者特別徴収対象年金所得者特別徴収対象年金所得者特別徴収対象年金所得者にににに対対対対してしてしてして特特特特

別徴収対象年金給付別徴収対象年金給付別徴収対象年金給付別徴収対象年金給付（（（（法第法第法第法第321321321321条条条条のののの7777のののの4444

第第第第2222項項項項のののの特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付をいうをいうをいうをいう。。。。以以以以

下下下下このこのこのこの節節節節においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）のののの支払支払支払支払をするをするをするをする者者者者

（（（（次条第次条第次条第次条第1111項項項項においてにおいてにおいてにおいて「「「「年金保険者年金保険者年金保険者年金保険者」」」」といといといとい

うううう。）。）。）。）とするとするとするとする。。。。 

（（（（年金所得年金所得年金所得年金所得にににに係係係係るるるる仮特別徴収税額等仮特別徴収税額等仮特別徴収税額等仮特別徴収税額等）））） 

第第第第32323232条条条条のののの9999    当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日のののの属属属属するするするする年年年年のののの

前年前年前年前年のののの10101010月月月月1111日日日日からそのからそのからそのからその翌年翌年翌年翌年のののの3333月月月月31313131日日日日まままま

でのでのでのでの間間間間におけるにおけるにおけるにおける特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付のののの

支払支払支払支払のののの際際際際、、、、前条第前条第前条第前条第2222項項項項のののの支払回数割特別徴支払回数割特別徴支払回数割特別徴支払回数割特別徴

収税額収税額収税額収税額をををを徴収徴収徴収徴収されていたされていたされていたされていた特別徴収対象年特別徴収対象年特別徴収対象年特別徴収対象年

金所得者金所得者金所得者金所得者についてについてについてについて、、、、老齢等年金給付老齢等年金給付老齢等年金給付老齢等年金給付がががが当当当当

該年度該年度該年度該年度のののの初日初日初日初日からからからからそのそのそのその日日日日のののの属属属属するするするする年年年年のののの9999

月月月月30303030日日日日までのまでのまでのまでの間間間間においてにおいてにおいてにおいて支払支払支払支払われるわれるわれるわれる場合場合場合場合

にはにはにはには、、、、当該特別徴収対象年金所得者当該特別徴収対象年金所得者当該特別徴収対象年金所得者当該特別徴収対象年金所得者のののの前前前前

年中年中年中年中のののの公的年金等公的年金等公的年金等公的年金等にににに係係係係るるるる所得所得所得所得にににに係係係係るるるる所得所得所得所得

割額及割額及割額及割額及びびびび均等割額均等割額均等割額均等割額のののの合算額合算額合算額合算額としてとしてとしてとして年金所年金所年金所年金所

得得得得にににに係係係係るるるる仮特別徴収税額仮特別徴収税額仮特別徴収税額仮特別徴収税額（（（（当該特別徴収当該特別徴収当該特別徴収当該特別徴収

対象年金所得者対象年金所得者対象年金所得者対象年金所得者にににに対対対対してしてしてして課課課課したしたしたした前年度分前年度分前年度分前年度分

番号番号番号番号（（（（行政手続行政手続行政手続行政手続におけるにおけるにおけるにおける特定特定特定特定のののの個人個人個人個人をををを識識識識

別別別別するためのするためのするためのするための番号番号番号番号のののの利用等利用等利用等利用等にににに関関関関するするするする法律法律法律法律

（（（（平成平成平成平成25252525年法律第年法律第年法律第年法律第27272727号号号号））））第第第第2222条第条第条第条第15151515項項項項にににに規規規規

定定定定するするするする法人番号法人番号法人番号法人番号をいうをいうをいうをいう。。。。以下市民税以下市民税以下市民税以下市民税につにつにつにつ

いていていていて同同同同じじじじ。）、。）、。）、。）、当該該当当該該当当該該当当該該当することとなったすることとなったすることとなったすることとなった

日日日日そのそのそのその他必要他必要他必要他必要なななな事項事項事項事項をををを申告申告申告申告させることがさせることがさせることがさせることが

できるできるできるできる。。。。第第第第16161616条第条第条第条第1111項第項第項第項第3333号又号又号又号又はははは第第第第4444号号号号のののの者者者者

にににに該当該当該当該当するするするする者者者者のののの申告事項申告事項申告事項申告事項にににに異動異動異動異動がががが生生生生じたじたじたじた

場合場合場合場合もももも、、、、同様同様同様同様とするとするとするとする。。。。 

（（（（特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者）））） 

第第第第32323232条条条条のののの7777    前条第前条第前条第前条第1111項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる特別徴特別徴特別徴特別徴

収収収収にににに係係係係るるるる年金所得年金所得年金所得年金所得にににに係係係係るるるる特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額のののの

特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者はははは、、、、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日におにおにおにお

いていていていて特別徴収対象年金所得者特別徴収対象年金所得者特別徴収対象年金所得者特別徴収対象年金所得者にににに対対対対してしてしてして特特特特

別徴収対象年金給付別徴収対象年金給付別徴収対象年金給付別徴収対象年金給付（（（（法第法第法第法第321321321321条条条条のののの7777のののの4444

第第第第2222項項項項のののの特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付をいうをいうをいうをいう。。。。以以以以

下下下下このこのこのこの節節節節においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）のののの支払支払支払支払をするをするをするをする者者者者

（（（（以下以下以下以下このこのこのこの節節節節においてにおいてにおいてにおいて「「「「年金保険者年金保険者年金保険者年金保険者」」」」とととと

いういういういう。）。）。）。）とするとするとするとする。。。。 

（（（（年金所得年金所得年金所得年金所得にににに係係係係るるるる仮特別徴収税額等仮特別徴収税額等仮特別徴収税額等仮特別徴収税額等）））） 

第第第第32323232条条条条のののの9999    当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日のののの属属属属するするするする年年年年のののの

前年前年前年前年のののの10101010月月月月1111日日日日からそのからそのからそのからその翌年翌年翌年翌年のののの3333月月月月31313131日日日日まままま

でのでのでのでの間間間間におけるにおけるにおけるにおける特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付のののの

支払支払支払支払のののの際際際際、、、、前条第前条第前条第前条第2222項項項項のののの支払回数割特別徴支払回数割特別徴支払回数割特別徴支払回数割特別徴

収税額収税額収税額収税額をををを徴収徴収徴収徴収されていたされていたされていたされていた特別徴収対象年特別徴収対象年特別徴収対象年特別徴収対象年

金所得者金所得者金所得者金所得者についてについてについてについて、、、、老齢等年金給付老齢等年金給付老齢等年金給付老齢等年金給付がががが当当当当

該年度該年度該年度該年度のののの初日初日初日初日からそのからそのからそのからその日日日日のののの属属属属するするするする年年年年のののの9999

月月月月30303030日日日日までのまでのまでのまでの間間間間においてにおいてにおいてにおいて支払支払支払支払われるわれるわれるわれる場合場合場合場合

においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、当該特別徴収対象年金所得当該特別徴収対象年金所得当該特別徴収対象年金所得当該特別徴収対象年金所得

者者者者のののの前年中前年中前年中前年中のののの公的年金等公的年金等公的年金等公的年金等にににに係係係係るるるる所得所得所得所得にににに係係係係

るるるる所得割額及所得割額及所得割額及所得割額及びびびび均等割額均等割額均等割額均等割額のののの合算額合算額合算額合算額としてとしてとしてとして

年金所得年金所得年金所得年金所得にににに係係係係るるるる仮特別徴収税額仮特別徴収税額仮特別徴収税額仮特別徴収税額（（（（当該特当該特当該特当該特

別徴収対象年金所得者別徴収対象年金所得者別徴収対象年金所得者別徴収対象年金所得者にににに対対対対してしてしてして課課課課したしたしたした前前前前
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のののの個人個人個人個人のののの市民税市民税市民税市民税のうちのうちのうちのうち当該特別徴収対象当該特別徴収対象当該特別徴収対象当該特別徴収対象

年金所得者年金所得者年金所得者年金所得者のののの前々年中前々年中前々年中前々年中のののの公的年金等公的年金等公的年金等公的年金等にににに係係係係

るるるる所得所得所得所得にににに係係係係るるるる所得割額及所得割額及所得割額及所得割額及びびびび均等割額均等割額均等割額均等割額のののの合合合合

算額算額算額算額（（（（当該特別徴収対象年金所得者当該特別徴収対象年金所得者当該特別徴収対象年金所得者当該特別徴収対象年金所得者にににに係係係係

るるるる均等割額均等割額均等割額均等割額をををを第第第第32323232条条条条のののの2222第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定によによによによ

りりりり特別徴収特別徴収特別徴収特別徴収のののの方法方法方法方法によってによってによってによって徴収徴収徴収徴収したしたしたした場合場合場合場合

にはにはにはには、、、、前々年中前々年中前々年中前々年中のののの公的年金等公的年金等公的年金等公的年金等にににに係係係係るるるる所得所得所得所得

にににに係係係係るるるる所得割額所得割額所得割額所得割額））））のののの2222分分分分のののの1111にににに相当相当相当相当するするするする額額額額

をいうをいうをいうをいう。。。。次条第次条第次条第次条第2222項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）をををを、、、、

当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日からそのからそのからそのからその日日日日のののの属属属属するするするする年年年年のののの

9999月月月月30303030日日日日までのまでのまでのまでの間間間間においてにおいてにおいてにおいて特別徴収対象特別徴収対象特別徴収対象特別徴収対象

年金給付年金給付年金給付年金給付のののの支払支払支払支払をするをするをするをする際際際際、、、、特別徴収特別徴収特別徴収特別徴収のののの方方方方

法法法法によってによってによってによって徴収徴収徴収徴収するするするする。。。。 

２２２２    略略略略 

３３３３    第第第第32323232条条条条のののの7777及及及及びびびび前条前条前条前条のののの規定規定規定規定はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの

規定規定規定規定によるによるによるによる特別徴収特別徴収特別徴収特別徴収についてについてについてについて準用準用準用準用するするするする。。。。

このこのこのこの場合場合場合場合においてにおいてにおいてにおいて、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定中規定中規定中規定中「「「「年年年年

金所得金所得金所得金所得にににに係係係係るるるる特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは

「「「「年金所得年金所得年金所得年金所得にににに係係係係るるるる仮特別徴収税額仮特別徴収税額仮特別徴収税額仮特別徴収税額」」」」とととと、、、、

第第第第32323232条条条条のののの7777中中中中「「「「前条第前条第前条第前条第1111項項項項」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは「「「「第第第第

32323232条条条条のののの9999第第第第1111項項項項」」」」とととと、「、「、「、「のののの特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者」」」」

とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは「（「（「（「（同項同項同項同項にににに規定規定規定規定するするするする年金所得年金所得年金所得年金所得にににに

係係係係るるるる仮仮仮仮特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額をいうをいうをいうをいう。。。。以下同以下同以下同以下同じじじじ。）。）。）。）

のののの特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者特別徴収義務者」」」」とととと、、、、前条第前条第前条第前条第1111項及項及項及項及びびびび第第第第

2222項中項中項中項中「「「「支払回数割特別徴収税額支払回数割特別徴収税額支払回数割特別徴収税額支払回数割特別徴収税額」」」」とあるとあるとあるとある

のはのはのはのは「「「「支払回数割仮特別徴収税額支払回数割仮特別徴収税額支払回数割仮特別徴収税額支払回数割仮特別徴収税額」」」」とととと、、、、

同項中同項中同項中同項中「「「「のののの属属属属するするするする年年年年のののの10101010月月月月1111日日日日からからからから翌年翌年翌年翌年のののの

3333月月月月31313131日日日日」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは「「「「からそのからそのからそのからその日日日日のののの属属属属すすすす

るるるる年年年年のののの9999月月月月30303030日日日日」」」」とととと読読読読みみみみ替替替替えるものとすえるものとすえるものとすえるものとす

るるるる。。。。 

（（（（法人法人法人法人のののの市民税市民税市民税市民税のののの申告納付申告納付申告納付申告納付）））） 

第第第第32323232条条条条のののの11111111    略略略略 

２２２２    法法法法のののの施行地施行地施行地施行地にににに本店又本店又本店又本店又はははは主主主主たるたるたるたる事務所若事務所若事務所若事務所若

年度分年度分年度分年度分のののの個人個人個人個人のののの市民税市民税市民税市民税のうちのうちのうちのうち当該特別徴当該特別徴当該特別徴当該特別徴

収対象年金所得者収対象年金所得者収対象年金所得者収対象年金所得者のののの前々年中前々年中前々年中前々年中のののの公的年金公的年金公的年金公的年金

等等等等にににに係係係係るるるる所得所得所得所得にににに係係係係るるるる所得割額及所得割額及所得割額及所得割額及びびびび均等割均等割均等割均等割

額額額額のののの合算額合算額合算額合算額（（（（当該特別徴収対象年金所得当該特別徴収対象年金所得当該特別徴収対象年金所得当該特別徴収対象年金所得

者者者者にににに係係係係るるるる均等割額均等割額均等割額均等割額をををを第第第第32323232条条条条のののの2222第第第第1111項項項項のののの規規規規

定定定定によりによりによりにより特別徴収特別徴収特別徴収特別徴収のののの方法方法方法方法によってによってによってによって徴収徴収徴収徴収しししし

たたたた場合場合場合場合におにおにおにおいてはいてはいてはいては、、、、前々年中前々年中前々年中前々年中のののの公的年金公的年金公的年金公的年金

等等等等にににに係係係係るるるる所得所得所得所得にににに係係係係るるるる所得割額所得割額所得割額所得割額））））のののの2222分分分分のののの1111

にににに相当相当相当相当するするするする額額額額をいうをいうをいうをいう。。。。以下以下以下以下このこのこのこの節節節節においにおいにおいにおい

てててて同同同同じじじじ。）。）。）。）をををを、、、、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日からそのからそのからそのからその日日日日

のののの属属属属するするするする年年年年のののの9999月月月月30303030日日日日までのまでのまでのまでの間間間間においてにおいてにおいてにおいて

特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付特別徴収対象年金給付のののの支払支払支払支払をするをするをするをする際際際際、、、、

特別徴収特別徴収特別徴収特別徴収のののの方法方法方法方法によってによってによってによって徴収徴収徴収徴収するするするする。。。。 

２２２２    略略略略 

３３３３    第第第第32323232条条条条のののの7777及及及及びびびび前条前条前条前条のののの規定規定規定規定はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの

規定規定規定規定によるによるによるによる特別徴収特別徴収特別徴収特別徴収についてについてについてについて準用準用準用準用するするするする。。。。

このこのこのこの場合場合場合場合においてにおいてにおいてにおいて、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定中規定中規定中規定中「「「「年年年年

金所得金所得金所得金所得にににに係係係係るるるる特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額特別徴収税額」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは

「「「「年金所得年金所得年金所得年金所得にににに係係係係るるるる仮特別徴収税額仮特別徴収税額仮特別徴収税額仮特別徴収税額」」」」とととと、、、、

第第第第32323232条条条条のののの7777中中中中「「「「前条第前条第前条第前条第1111項項項項」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは「「「「第第第第

32323232条条条条のののの9999第第第第1111項項項項」」」」とととと、、、、前条第前条第前条第前条第1111項及項及項及項及びびびび第第第第2222項項項項

中中中中「「「「支払回数割特別徴収税額支払回数割特別徴収税額支払回数割特別徴収税額支払回数割特別徴収税額」」」」とあるのとあるのとあるのとあるの

はははは「「「「支払回数割仮特別徴収税額支払回数割仮特別徴収税額支払回数割仮特別徴収税額支払回数割仮特別徴収税額」」」」とととと、、、、同同同同

項中項中項中項中「「「「のののの属属属属するするするする年年年年のののの10101010月月月月1111日日日日からからからから翌年翌年翌年翌年のののの3333

月月月月31313131日日日日」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは「「「「からそのからそのからそのからその日日日日のののの属属属属すすすす

るるるる年年年年のののの9999月月月月30303030日日日日」」」」とととと読読読読みみみみ替替替替えるものとすえるものとすえるものとすえるものとす

るるるる。。。。 

 

 

 

（（（（法人法人法人法人のののの市民税市民税市民税市民税のののの申告納付申告納付申告納付申告納付）））） 

第第第第32323232条条条条のののの11111111    略略略略 

 



5555    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

しくはしくはしくはしくは事業所事業所事業所事業所をををを有有有有するするするする法人法人法人法人（（（（以下以下以下以下このこのこのこの条条条条

においてにおいてにおいてにおいて「「「「内国法人内国法人内国法人内国法人」」」」というというというという。）。）。）。）がががが、、、、租税租税租税租税

特別措置法第特別措置法第特別措置法第特別措置法第66666666条条条条のののの7777第第第第4444項及項及項及項及びびびび第第第第10101010項又項又項又項又

はははは第第第第68686868条条条条のののの91919191第第第第4444項及項及項及項及びびびび第第第第10101010項項項項のののの規定規定規定規定のののの

適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける場合場合場合場合にはにはにはには、、、、法法法法321321321321条条条条のののの8888第第第第24242424

項及項及項及項及びびびび令第令第令第令第48484848条条条条のののの12121212のののの2222にににに規定規定規定規定するとこするとこするとこするとこ

ろによりろによりろによりろにより、、、、控除控除控除控除すべきすべきすべきすべき額額額額をををを前項前項前項前項のののの規定規定規定規定にににに

よりよりよりより申告納付申告納付申告納付申告納付すべきすべきすべきすべき法人税割額法人税割額法人税割額法人税割額からからからから控除控除控除控除

するするするする。。。。 

３３３３    内国法人内国法人内国法人内国法人がががが、、、、租税特別措置法第租税特別措置法第租税特別措置法第租税特別措置法第66666666条条条条のののの9999

のののの3333第第第第4444項及項及項及項及びびびび第第第第10101010項又項又項又項又はははは第第第第68686868条条条条のののの93939393のののの3333

第第第第4444項及項及項及項及びびびび第第第第10101010項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける

場合場合場合場合にはにはにはには、、、、法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第25252525項及項及項及項及びびびび令第令第令第令第

48484848条条条条のののの12121212のののの3333にににに規定規定規定規定するところによりするところによりするところによりするところにより、、、、控控控控

除除除除すべきすべきすべきすべき額額額額をををを第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより申告納申告納申告納申告納

付付付付すべきすべきすべきすべき法人税割額法人税割額法人税割額法人税割額からからからから控除控除控除控除するするするする。。。。 

４４４４    内国法人内国法人内国法人内国法人又又又又はははは外国法人外国法人外国法人外国法人がががが、、、、外国外国外国外国のののの法人法人法人法人

税等税等税等税等をををを課課課課されたされたされたされた場合場合場合場合にはにはにはには、、、、法法法法第第第第321321321321条条条条のののの8888

第第第第26262626項項項項及及及及びびびび令第令第令第令第48484848条条条条のののの13131313にににに規定規定規定規定するとこするとこするとこするとこ

ろによりろによりろによりろにより、、、、控除控除控除控除すべきすべきすべきすべき額額額額をををを第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定にににに

よりよりよりより申告納付申告納付申告納付申告納付すべきすべきすべきすべき法人税割額法人税割額法人税割額法人税割額からからからから控除控除控除控除

するするするする。。。。 

 

 

５５５５    法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第22222222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申告書申告書申告書申告書

（（（（同条第同条第同条第同条第21212121項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる申告書申告書申告書申告書をををを含含含含

むむむむ。。。。以下以下以下以下このこのこのこの項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）にににに係係係係るるるる税税税税

金金金金をををを納付納付納付納付するするするする場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該税金当該税金当該税金当該税金にににに係係係係るるるる

同条第同条第同条第同条第1111項項項項、、、、第第第第2222項項項項、、、、第第第第4444項又項又項又項又はははは第第第第19191919項項項項のののの納納納納

期限期限期限期限（（（（納期限納期限納期限納期限のののの延長延長延長延長があったときはがあったときはがあったときはがあったときは、、、、そそそそ

のののの延長延長延長延長されたされたされたされた納期限納期限納期限納期限とするとするとするとする。。。。第第第第7777項第項第項第項第1111号号号号

においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）のののの翌日翌日翌日翌日からからからから納付納付納付納付のののの日日日日までまでまでまで

のののの期間期間期間期間のののの日数日数日数日数にににに応応応応じじじじ、、、、当該税額当該税額当該税額当該税額にににに年年年年14.614.614.614.6

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２    法法法法のののの施行地施行地施行地施行地にににに本店若本店若本店若本店若しくはしくはしくはしくは主主主主たるたるたるたる事務事務事務事務

所若所若所若所若しくはしくはしくはしくは事業所事業所事業所事業所をををを有有有有するするするする法人法人法人法人又又又又はははは外国外国外国外国

法人法人法人法人がががが、、、、外国外国外国外国のののの法人税等法人税等法人税等法人税等をををを課課課課されたされたされたされた場合場合場合場合

にはにはにはには、、、、法法法法第第第第321321321321条条条条のののの8888第第第第24242424項項項項及及及及びびびび令第令第令第令第48484848条条条条

のののの13131313にににに規定規定規定規定するところによりするところによりするところによりするところにより、、、、控除控除控除控除すべすべすべすべ

きききき額額額額をををを前項前項前項前項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより申告申告申告申告納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき

法人税割額法人税割額法人税割額法人税割額からからからから控除控除控除控除するするするする。。。。    

 

３３３３    法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第22222222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申告書申告書申告書申告書

（（（（同条第同条第同条第同条第21212121項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる申告書申告書申告書申告書をををを含含含含

むむむむ。。。。以下以下以下以下このこのこのこの項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）にににに係係係係るるるる税税税税

金金金金をををを納付納付納付納付するするするする場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該税金当該税金当該税金当該税金にににに係係係係るるるる

同条第同条第同条第同条第1111項項項項、、、、第第第第2222項項項項、、、、第第第第4444項又項又項又項又はははは第第第第19191919項項項項のののの納納納納

期限期限期限期限（（（（納期限納期限納期限納期限のののの延長延長延長延長があったときはがあったときはがあったときはがあったときは、、、、そそそそ

のののの延長延長延長延長されたされたされたされた納期限納期限納期限納期限とするとするとするとする。。。。第第第第5555項第項第項第項第1111号号号号

においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）のののの翌日翌日翌日翌日からからからから納付納付納付納付のののの日日日日までまでまでまで

のののの期間期間期間期間のののの日数日数日数日数にににに応応応応じじじじ、、、、当該税額当該税額当該税額当該税額にににに年年年年14.614.614.614.6



6666    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

パーセントパーセントパーセントパーセント（（（（申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出したしたしたした日日日日（（（（同条同条同条同条

第第第第23232323項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用があるがあるがあるがある場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てててて、、、、当該申告書当該申告書当該申告書当該申告書がそのがそのがそのがその提出期限前提出期限前提出期限前提出期限前にににに提出提出提出提出

されたときはされたときはされたときはされたときは、、、、当該提出期限当該提出期限当該提出期限当該提出期限））））までのまでのまでのまでの期期期期

間又間又間又間又はそのはそのはそのはその期間期間期間期間のののの末日末日末日末日のののの翌日翌日翌日翌日からからからから1111月月月月をををを

経過経過経過経過するするするする日日日日までのまでのまでのまでの期間期間期間期間についてはについてはについてはについては、、、、年年年年7.37.37.37.3

パーセントパーセントパーセントパーセント））））のののの割合割合割合割合をををを乗乗乗乗じてじてじてじて計算計算計算計算したしたしたした金金金金

額額額額にににに相当相当相当相当するするするする延滞金延滞金延滞金延滞金をををを加算加算加算加算したしたしたした第第第第1111項項項項のののの

納付書納付書納付書納付書によりによりによりにより納付納付納付納付しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

６６６６    略略略略 

７７７７    第第第第5555項項項項のののの場合場合場合場合においてにおいてにおいてにおいて、、、、法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888

第第第第22222222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申告書申告書申告書申告書（（（（以下以下以下以下このこのこのこの項項項項にににに

おいておいておいておいて「「「「修正申告書修正申告書修正申告書修正申告書」」」」というというというという。）。）。）。）のののの提出提出提出提出がががが

あったときあったときあったときあったとき（（（（当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書にににに係係係係るるるる市民市民市民市民

税税税税についてについてについてについて同条第同条第同条第同条第1111項項項項、、、、第第第第2222項項項項、、、、第第第第4444項又項又項又項又はははは

第第第第19191919項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申告書申告書申告書申告書（（（（以下以下以下以下このこのこのこの項項項項にににに

おいておいておいておいて「「「「当初申告書当初申告書当初申告書当初申告書」」」」というというというという。）。）。）。）がががが提出提出提出提出ささささ

れておりれておりれておりれており、、、、かつかつかつかつ、、、、当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書のののの提出提出提出提出

によりによりによりにより納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき税額税額税額税額をををを減少減少減少減少させるさせるさせるさせる更正更正更正更正

（（（（これにこれにこれにこれに類類類類するものをするものをするものをするものを含含含含むむむむ。。。。以下以下以下以下このこのこのこの項項項項

においてにおいてにおいてにおいて「「「「減額更正減額更正減額更正減額更正」」」」というというというという。）。）。）。）があったがあったがあったがあった

後後後後にににに、、、、当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書がががが提出提出提出提出されたときされたときされたときされたとき

にににに限限限限るるるる。）。）。）。）はははは、、、、当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書のののの提出提出提出提出によによによによ

りりりり納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき税額税額税額税額（（（（当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書にににに係係係係

るるるる税額税額税額税額（（（（還付金還付金還付金還付金のののの額額額額にににに相当相当相当相当するするするする税額税額税額税額をををを含含含含

むむむむ。）。）。）。）にににに達達達達するまでのするまでのするまでのするまでの部分部分部分部分にににに相当相当相当相当するするするする税額税額税額税額

にににに限限限限るるるる。）。）。）。）についてはについてはについてはについては、、、、前項前項前項前項のののの規定規定規定規定にかかにかかにかかにかか

わらずわらずわらずわらず、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間（（（（詐偽詐偽詐偽詐偽そのそのそのその他不他不他不他不

正正正正のののの行為行為行為行為によりによりによりにより市民税市民税市民税市民税をををを免免免免れたれたれたれた法人法人法人法人がががが法法法法

第第第第323232321111条条条条のののの11111111第第第第1111項又項又項又項又はははは第第第第3333項項項項のののの規定規定規定規定によによによによ

るるるる更正更正更正更正があるべきことをがあるべきことをがあるべきことをがあるべきことを予知予知予知予知してしてしてして提出提出提出提出しししし

たたたた修正申告書修正申告書修正申告書修正申告書にににに係係係係るるるる市民税又市民税又市民税又市民税又はははは令第令第令第令第48484848条条条条

のののの16161616のののの2222第第第第3333項項項項にににに規定規定規定規定するするするする市民税市民税市民税市民税にあってにあってにあってにあって

パーセントパーセントパーセントパーセント（（（（申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出したしたしたした日日日日（（（（同条同条同条同条

第第第第23232323項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用があるがあるがあるがある場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てててて、、、、当該申告書当該申告書当該申告書当該申告書がそのがそのがそのがその提出期限前提出期限前提出期限前提出期限前にににに提出提出提出提出

されたときはされたときはされたときはされたときは、、、、当該当該当該当該提出期限提出期限提出期限提出期限））））までのまでのまでのまでの期期期期

間又間又間又間又はそのはそのはそのはその期間期間期間期間のののの末日末日末日末日のののの翌日翌日翌日翌日からからからから1111月月月月をををを

経過経過経過経過するするするする日日日日までのまでのまでのまでの期間期間期間期間についてはについてはについてはについては、、、、年年年年7.37.37.37.3

パーセントパーセントパーセントパーセント））））のののの割合割合割合割合をををを乗乗乗乗じてじてじてじて計算計算計算計算したしたしたした金金金金

額額額額にににに相当相当相当相当するするするする延滞金延滞金延滞金延滞金をををを加算加算加算加算したしたしたした第第第第1111項項項項のののの

納付書納付書納付書納付書によりによりによりにより納付納付納付納付しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

４４４４    略略略略 

５５５５    第第第第3333項項項項のののの場合場合場合場合においてにおいてにおいてにおいて、、、、法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888

第第第第22222222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申告書申告書申告書申告書（（（（以下以下以下以下このこのこのこの項項項項にににに

おいておいておいておいて「「「「修正申告書修正申告書修正申告書修正申告書」」」」というというというという。）。）。）。）のののの提出提出提出提出がががが

あったときあったときあったときあったとき（（（（当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書にににに係係係係るるるる市民市民市民市民

税税税税についてについてについてについて同条第同条第同条第同条第1111項項項項、、、、第第第第2222項項項項、、、、第第第第4444項又項又項又項又はははは

第第第第19191919項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申告書申告書申告書申告書（（（（以下以下以下以下このこのこのこの項項項項にににに

おいておいておいておいて「「「「当初申告書当初申告書当初申告書当初申告書」」」」というというというという。）。）。）。）がががが提出提出提出提出ささささ

れておりれておりれておりれており、、、、かつかつかつかつ、、、、当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書のののの提出提出提出提出

によりによりによりにより納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき税額税額税額税額をををを減少減少減少減少させるさせるさせるさせる更正更正更正更正

（（（（これにこれにこれにこれに類類類類するものをするものをするものをするものを含含含含むむむむ。。。。以下以下以下以下このこのこのこの項項項項

においてにおいてにおいてにおいて「「「「減額更正減額更正減額更正減額更正」」」」というというというという。）。）。）。）があったがあったがあったがあった

後後後後にににに、、、、当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書がががが提出提出提出提出されたときされたときされたときされたとき

にににに限限限限るるるる。）。）。）。）はははは、、、、当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書のののの提出提出提出提出によによによによ

りりりり納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき税額税額税額税額（（（（当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書にににに係係係係

るるるる税額税額税額税額（（（（還付金還付金還付金還付金のののの額額額額にににに相当相当相当相当するするするする税額税額税額税額をををを含含含含

むむむむ。）。）。）。）にににに達達達達するまでのするまでのするまでのするまでの部分部分部分部分にににに相当相当相当相当するするするする税額税額税額税額

にににに限限限限るるるる。）。）。）。）についてはについてはについてはについては、、、、前項前項前項前項のののの規定規定規定規定にかかにかかにかかにかか

わらずわらずわらずわらず、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間（（（（詐偽詐偽詐偽詐偽そのそのそのその他不他不他不他不

正正正正のののの行為行為行為行為によりによりによりにより市民税市民税市民税市民税をををを免免免免れたれたれたれた法人法人法人法人がががが法法法法

第第第第321321321321条条条条のののの11111111第第第第1111項又項又項又項又はははは第第第第3333項項項項のののの規定規定規定規定によによによによ

るるるる更正更正更正更正があるべきことをがあるべきことをがあるべきことをがあるべきことを予知予知予知予知してしてしてして提出提出提出提出しししし

たたたた修正申告書修正申告書修正申告書修正申告書にににに係係係係るるるる市民税市民税市民税市民税又又又又はははは令第令第令第令第48484848条条条条

のののの16161616のののの2222第第第第3333項項項項にににに規定規定規定規定するするするする市民税市民税市民税市民税にあってにあってにあってにあって



7777    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

はははは、、、、第第第第1111号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間にににに限限限限るるるる。）。）。）。）をををを延滞延滞延滞延滞

金金金金のののの計算計算計算計算のののの基礎基礎基礎基礎となるとなるとなるとなる期間期間期間期間からからからから控除控除控除控除すすすす

るるるる。。。。 

⑴⑴⑴⑴    当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書のののの提出提出提出提出によりによりによりにより納付納付納付納付すすすす

べきべきべきべき税額税額税額税額のののの納付納付納付納付があったがあったがあったがあった日日日日（（（（そのそのそのその日日日日がががが

当該申告当該申告当該申告当該申告にににに係係係係るるるる市民税市民税市民税市民税のののの納期限納期限納期限納期限よりよりよりより前前前前

であるであるであるである場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該納期限当該納期限当該納期限当該納期限））））のののの翌日翌日翌日翌日

からからからから当該減額更正当該減額更正当該減額更正当該減額更正のののの通知通知通知通知をしたをしたをしたをした日日日日までまでまでまで

のののの期間期間期間期間 

⑵⑵⑵⑵    当該減額更正当該減額更正当該減額更正当該減額更正のののの通知通知通知通知をしたをしたをしたをした日日日日（（（（当該当該当該当該

減額更正減額更正減額更正減額更正がががが、、、、更正更正更正更正のののの請求請求請求請求にににに基基基基づくものづくものづくものづくもの

（（（（法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる更正更正更正更正によるものをによるものをによるものをによるものを除除除除

くくくく。）。）。）。）であるであるであるである場合又場合又場合又場合又はははは法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる更正更正更正更正

（（（（法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる更正更正更正更正のののの請求請求請求請求にににに基基基基づくもづくもづくもづくも

のにのにのにのに限限限限るるるる。）。）。）。）によるものであるによるものであるによるものであるによるものである場合場合場合場合にににに

はははは、、、、当該減額更正当該減額更正当該減額更正当該減額更正のののの通知通知通知通知をしたをしたをしたをした日日日日のののの翌翌翌翌

日日日日からからからから起算起算起算起算してしてしてして1111年年年年をををを経過経過経過経過するするするする日日日日））））のののの翌翌翌翌

日日日日からからからから当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書をををを提出提出提出提出したしたしたした日日日日

（（（（法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第23232323項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用がががが

あるあるあるある場合場合場合場合においてにおいてにおいてにおいて、、、、当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書がががが

そのそのそのその提出期限前提出期限前提出期限前提出期限前にににに提出提出提出提出されたときはされたときはされたときはされたときは、、、、

当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限））））までのまでのまでのまでの期期期期

間間間間 

８８８８    略略略略 

９９９９    法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第81818181条条条条のののの22222222第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定によによによによ

りりりり法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出するするするする義務義務義務義務がががが

あるあるあるある法人法人法人法人でででで同法第同法第同法第同法第81818181条条条条のののの24242424第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定

のののの適用適用適用適用をををを受受受受けているものがけているものがけているものがけているものが、、、、同条第同条第同条第同条第4444項項項項のののの

規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該法人当該法人当該法人当該法人

及及及及びびびび当該法人当該法人当該法人当該法人とのとのとのとの間間間間にににに連結完全支配関係連結完全支配関係連結完全支配関係連結完全支配関係

（（（（同法第同法第同法第同法第2222条第条第条第条第12121212号号号号のののの7777のののの7777にににに規定規定規定規定するするするする連連連連

結完全支配関係結完全支配関係結完全支配関係結完全支配関係をいうをいうをいうをいう。。。。次条第次条第次条第次条第3333項及項及項及項及びびびび第第第第

34343434条第条第条第条第4444項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）があるがあるがあるがある連結子連結子連結子連結子

はははは、、、、第第第第1111号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間にににに限限限限るるるる。）。）。）。）をををを延滞延滞延滞延滞

金金金金のののの計算計算計算計算のののの基礎基礎基礎基礎となるとなるとなるとなる期間期間期間期間からからからから控除控除控除控除すすすす

るるるる。。。。 

⑴⑴⑴⑴    当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書のののの提出提出提出提出によりによりによりにより納付納付納付納付すすすす

べきべきべきべき税額税額税額税額のののの納付納付納付納付があったがあったがあったがあった日日日日（（（（そのそのそのその日日日日がががが

当該申告当該申告当該申告当該申告にににに係係係係るるるる市民税市民税市民税市民税のののの納期限納期限納期限納期限よりよりよりより前前前前

であるであるであるである場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該納期限当該納期限当該納期限当該納期限））））のののの翌日翌日翌日翌日

からからからから当該減額更正当該減額更正当該減額更正当該減額更正のののの通知通知通知通知をしたをしたをしたをした日日日日までまでまでまで

のののの期間期間期間期間 

⑵⑵⑵⑵    当該減額更正当該減額更正当該減額更正当該減額更正のののの通知通知通知通知をしたをしたをしたをした日日日日（（（（当該当該当該当該

減額更正減額更正減額更正減額更正がががが、、、、更正更正更正更正のののの請求請求請求請求にににに基基基基づくものづくものづくものづくもの

（（（（法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる更正更正更正更正によるものをによるものをによるものをによるものを除除除除

くくくく。）。）。）。）であるであるであるである場合又場合又場合又場合又はははは法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる更正更正更正更正

（（（（法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる更正更正更正更正のののの請求請求請求請求にににに基基基基づくもづくもづくもづくも

のにのにのにのに限限限限るるるる。）。）。）。）によるものであるによるものであるによるものであるによるものである場合場合場合場合にににに

はははは、、、、当該減額更正当該減額更正当該減額更正当該減額更正のののの通知通知通知通知をしたをしたをしたをした日日日日のののの翌翌翌翌

日日日日からからからから起算起算起算起算してしてしてして1111年年年年をををを経過経過経過経過するするするする日日日日））））のののの翌翌翌翌

日日日日からからからから当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書をををを提出提出提出提出したしたしたした日日日日

（（（（法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第23232323項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用がががが

あるあるあるある場合場合場合場合においてにおいてにおいてにおいて、、、、当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書がががが

そのそのそのその提出期限前提出期限前提出期限前提出期限前にににに提出提出提出提出されたときはされたときはされたときはされたときは、、、、

当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書当該修正申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限））））までのまでのまでのまでの期期期期

間間間間 

６６６６    略略略略 

７７７７    法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第81818181条条条条のののの22222222第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定によによによによ

りりりり法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出するするするする義務義務義務義務がががが

あるあるあるある法人法人法人法人でででで同法第同法第同法第同法第81818181条条条条のののの24242424第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定

のののの適用適用適用適用をををを受受受受けているものがけているものがけているものがけているものが、、、、同条第同条第同条第同条第4444項項項項のののの

規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該法人当該法人当該法人当該法人

及及及及びびびび当該法人当該法人当該法人当該法人とのとのとのとの間間間間にににに連結完全支配関係連結完全支配関係連結完全支配関係連結完全支配関係

（（（（同法第同法第同法第同法第2222条第条第条第条第12121212号号号号のののの7777のののの7777にににに規定規定規定規定するするするする連連連連

結完全支配関係結完全支配関係結完全支配関係結完全支配関係をいうをいうをいうをいう。。。。次条第次条第次条第次条第3333項及項及項及項及びびびび第第第第

34343434条第条第条第条第2222項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）があるがあるがあるがある連結子連結子連結子連結子



8888    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

法人法人法人法人（（（（同法第同法第同法第同法第2222条第条第条第条第12121212号号号号のののの7777にににに規定規定規定規定するするするする連連連連

結子法人結子法人結子法人結子法人をいうをいうをいうをいう。。。。次条第次条第次条第次条第3333項及項及項及項及びびびび第第第第34343434条第条第条第条第

4444項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）（。）（。）（。）（連結申告法人連結申告法人連結申告法人連結申告法人（（（（同法同法同法同法

第第第第2222条第条第条第条第16161616号号号号にににに規定規定規定規定するするするする連結申告法人連結申告法人連結申告法人連結申告法人をををを

いういういういう。。。。第第第第34343434条第条第条第条第4444項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）にににに限限限限

るるるる。）。）。）。）についてはについてはについてはについては、、、、同法第同法第同法第同法第81818181条条条条のののの24242424第第第第4444項項項項

のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用にににに係係係係るるるる当該申告書当該申告書当該申告書当該申告書にににに係係係係るるるる連連連連

結法人税額結法人税額結法人税額結法人税額（（（（法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる連結法人税額連結法人税額連結法人税額連結法人税額をいうをいうをいうをいう。。。。以下以下以下以下このこのこのこの項及項及項及項及びびびび

第第第第34343434条第条第条第条第4444項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）のののの課税標準課税標準課税標準課税標準

のののの算定期間算定期間算定期間算定期間（（（（当該法人当該法人当該法人当該法人のののの連結事業年度連結事業年度連結事業年度連結事業年度にににに

該当該当該当該当するするするする期間期間期間期間にににに限限限限るるるる。。。。第第第第34343434条第条第条第条第4444項項項項においにおいにおいにおい

てててて同同同同じじじじ。）。）。）。）にににに限限限限りりりり、、、、当該連結法人税額当該連結法人税額当該連結法人税額当該連結法人税額にににに係係係係

るるるる個別帰属法人税額個別帰属法人税額個別帰属法人税額個別帰属法人税額をををを課税標準課税標準課税標準課税標準としてとしてとしてとして算算算算

定定定定したしたしたした法人税割額及法人税割額及法人税割額及法人税割額及びこれとびこれとびこれとびこれと併併併併せてせてせてせて納付納付納付納付

すべきすべきすべきすべき均等割額均等割額均等割額均等割額についてはについてはについてはについては、、、、当該連結法当該連結法当該連結法当該連結法

人税額人税額人税額人税額についてについてについてについて法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第81818181条条条条のののの24242424第第第第1111

項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用がないものとみなしてがないものとみなしてがないものとみなしてがないものとみなして、、、、

第第第第11111111条条条条のののの2222のののの規定規定規定規定をををを適用適用適用適用することができすることができすることができすることができ

るるるる。。。。 

（（（（法人法人法人法人のののの市民税市民税市民税市民税にににに係係係係るるるる納期限納期限納期限納期限のののの延長延長延長延長のののの場合場合場合場合

のののの延滞金延滞金延滞金延滞金）））） 

第第第第34343434条条条条    法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第74747474条第条第条第条第1111項又項又項又項又はははは第第第第144144144144条条条条

のののの6666第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる申告申告申告申告

書書書書をををを提出提出提出提出するするするする義務義務義務義務があるがあるがあるがある法人法人法人法人でででで同法第同法第同法第同法第75757575

条条条条のののの2222第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けているもけているもけているもけているも

のはのはのはのは、、、、当該申告書当該申告書当該申告書当該申告書にににに係係係係るるるる法人税額法人税額法人税額法人税額のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準のののの算定期間算定期間算定期間算定期間でそのでそのでそのでその適用適用適用適用にににに係係係係るもののるもののるもののるものの

所得所得所得所得にににに対対対対するするするする法人税額法人税額法人税額法人税額をををを課税標準課税標準課税標準課税標準としてとしてとしてとして

算定算定算定算定したしたしたした法人税割額及法人税割額及法人税割額及法人税割額及びこれとびこれとびこれとびこれと併併併併せてせてせてせて納納納納

付付付付すべきすべきすべきすべき均等割額均等割額均等割額均等割額をををを納付納付納付納付するするするする場合場合場合場合にはにはにはには、、、、

当該税額当該税額当該税額当該税額にににに、、、、当該法人税額当該法人税額当該法人税額当該法人税額のののの課税標準課税標準課税標準課税標準のののの

算定期間算定期間算定期間算定期間のののの末日末日末日末日のののの翌日以後翌日以後翌日以後翌日以後2222月月月月をををを経過経過経過経過しししし

法人法人法人法人（（（（同法第同法第同法第同法第2222条第条第条第条第12121212号号号号のののの7777にににに規定規定規定規定するするするする連連連連

結子法人結子法人結子法人結子法人をいうをいうをいうをいう。。。。次条第次条第次条第次条第3333項及項及項及項及びびびび第第第第34343434条第条第条第条第

2222項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）（。）（。）（。）（連結申告法人連結申告法人連結申告法人連結申告法人（（（（同法同法同法同法

第第第第2222条第条第条第条第16161616号号号号にににに規定規定規定規定するするするする連結申告法人連結申告法人連結申告法人連結申告法人をををを

いういういういう。。。。第第第第34343434条第条第条第条第2222項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）にににに限限限限

るるるる。）。）。）。）についてはについてはについてはについては、、、、同法第同法第同法第同法第81818181条条条条のののの24242424第第第第4444項項項項

のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用にににに係係係係るるるる当該申告書当該申告書当該申告書当該申告書にににに係係係係るるるる連連連連

結法人税額結法人税額結法人税額結法人税額（（（（法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる連結法人税額連結法人税額連結法人税額連結法人税額をいうをいうをいうをいう。。。。以下以下以下以下このこのこのこの項及項及項及項及びびびび

第第第第34343434条第条第条第条第2222項項項項においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）のののの課税標準課税標準課税標準課税標準

のののの算定期間算定期間算定期間算定期間（（（（当該法人当該法人当該法人当該法人のののの連結事業年度連結事業年度連結事業年度連結事業年度にににに

該当該当該当該当するするするする期間期間期間期間にににに限限限限るるるる。。。。第第第第34343434条第条第条第条第2222項項項項においにおいにおいにおい

てててて同同同同じじじじ。）。）。）。）にににに限限限限りりりり、、、、当該連結法人税額当該連結法人税額当該連結法人税額当該連結法人税額にににに係係係係

るるるる個別帰属法人税額個別帰属法人税額個別帰属法人税額個別帰属法人税額をををを課税標準課税標準課税標準課税標準としてとしてとしてとして算算算算

定定定定したしたしたした法人税割額及法人税割額及法人税割額及法人税割額及びこれとびこれとびこれとびこれと併併併併せてせてせてせて納付納付納付納付

すべきすべきすべきすべき均等割額均等割額均等割額均等割額についてはについてはについてはについては、、、、当該連結法当該連結法当該連結法当該連結法

人税額人税額人税額人税額についてについてについてについて法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第81818181条条条条のののの24242424第第第第1111

項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用がないものとみなしてがないものとみなしてがないものとみなしてがないものとみなして、、、、

第第第第11111111条条条条のののの2222のののの規定規定規定規定をををを適用適用適用適用することができすることができすることができすることができ

るるるる。。。。 

（（（（法人法人法人法人のののの市民税市民税市民税市民税にににに係係係係るるるる納期限納期限納期限納期限のののの延長延長延長延長のののの場合場合場合場合

のののの延滞金延滞金延滞金延滞金）））） 

第第第第34343434条条条条    法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第74747474条第条第条第条第1111項又項又項又項又はははは第第第第144144144144条条条条

のののの6666第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定によってによってによってによって法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる申申申申

告書告書告書告書をををを提出提出提出提出するするするする義務義務義務義務があるがあるがあるがある法人法人法人法人でででで同法第同法第同法第同法第

75757575条条条条のののの2222第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けているけているけているけている

ものはものはものはものは、、、、当該申告書当該申告書当該申告書当該申告書にににに係係係係るるるる法人税額法人税額法人税額法人税額のののの課課課課

税標準税標準税標準税標準のののの算定期間算定期間算定期間算定期間でそのでそのでそのでその適用適用適用適用にににに係係係係るものるものるものるもの

のののの所得所得所得所得にににに対対対対するするするする法人税額法人税額法人税額法人税額をををを課税標準課税標準課税標準課税標準としとしとしとし

てててて算定算定算定算定したしたしたした法人税割額及法人税割額及法人税割額及法人税割額及びこれとびこれとびこれとびこれと併併併併せてせてせてせて

納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき均等割額均等割額均等割額均等割額をををを納付納付納付納付するするするする場合場合場合場合にににに

はははは、、、、当該税額当該税額当該税額当該税額にににに、、、、当該法人税額当該法人税額当該法人税額当該法人税額のののの課税標課税標課税標課税標

準準準準のののの算定期間算定期間算定期間算定期間のののの末日末日末日末日のののの翌日以後翌日以後翌日以後翌日以後2222月月月月をををを経経経経
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たたたた日日日日からからからから同項同項同項同項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより延長延長延長延長されたされたされたされた当当当当

該申告書該申告書該申告書該申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限までのまでのまでのまでの期間期間期間期間のののの日数日数日数日数にににに

応応応応じじじじ、、、、年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを乗乗乗乗じてじてじてじて計計計計

算算算算したしたしたした金額金額金額金額にににに相当相当相当相当するするするする延滞金額延滞金額延滞金額延滞金額をををを加算加算加算加算しししし

てててて納付納付納付納付しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

２２２２    第第第第32323232条条条条のののの11111111第第第第7777項項項項のののの規定規定規定規定はははは、、、、前項前項前項前項のののの延滞延滞延滞延滞

金額金額金額金額についてについてについてについて準用準用準用準用するするするする。。。。このこのこのこの場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てててて、、、、同条第同条第同条第同条第7777項中項中項中項中「「「「前項前項前項前項のののの規定規定規定規定にかかわらにかかわらにかかわらにかかわら

ずずずず、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間（（（（詐偽詐偽詐偽詐偽そのそのそのその他不正他不正他不正他不正のののの

行為行為行為行為によりによりによりにより市民税市民税市民税市民税をををを免免免免れたれたれたれた法人法人法人法人がががが法第法第法第法第

321321321321条条条条のののの11111111第第第第1111項又項又項又項又はははは第第第第3333項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる

更正更正更正更正があるべきことをがあるべきことをがあるべきことをがあるべきことを予知予知予知予知してしてしてして提出提出提出提出したしたしたした

修正申告書修正申告書修正申告書修正申告書にににに係係係係るるるる市民税又市民税又市民税又市民税又はははは令第令第令第令第48484848条条条条のののの

16161616のののの2222第第第第3333項項項項にににに規定規定規定規定するするするする市民税市民税市民税市民税にあってにあってにあってにあって

はははは、、、、第第第第1111号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間にににに限限限限るるるる。）」。）」。）」。）」とあるとあるとあるとある

のはのはのはのは、「、「、「、「当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書のののの提出提出提出提出によりによりによりにより納付納付納付納付

すべきすべきすべきすべき税額税額税額税額のののの納付納付納付納付があったがあったがあったがあった日日日日（（（（そのそのそのその日日日日がががが

第第第第34343434条第条第条第条第1111項項項項のののの法人税額法人税額法人税額法人税額のののの課税標準課税標準課税標準課税標準のののの算算算算

定期間定期間定期間定期間のののの末日末日末日末日のののの翌日以後翌日以後翌日以後翌日以後2222月月月月をををを経過経過経過経過したしたしたした

日日日日よりよりよりより前前前前であるであるであるである場合場合場合場合にはにはにはには、、、、同日同日同日同日））））からからからから第第第第

34343434条第条第条第条第1111項項項項のののの申告書申告書申告書申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限までのまでのまでのまでの期期期期

間間間間」」」」とととと読読読読みみみみ替替替替えるものとするえるものとするえるものとするえるものとする。。。。 

３３３３    第第第第32323232条条条条のののの12121212第第第第4444項項項項のののの規定規定規定規定はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの延延延延

滞金額滞金額滞金額滞金額についてについてについてについて準用準用準用準用するするするする。。。。このこのこのこの場合場合場合場合におにおにおにお

いていていていて、、、、同条第同条第同条第同条第4444項中項中項中項中「「「「前項前項前項前項のののの規定規定規定規定にかかわにかかわにかかわにかかわ

らずらずらずらず、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間((((詐偽詐偽詐偽詐偽そのそのそのその他不正他不正他不正他不正のののの

行為行為行為行為によりによりによりにより市民税市民税市民税市民税をををを免免免免れたれたれたれた法人法人法人法人についてについてについてについて

されたされたされたされた当該増額更正当該増額更正当該増額更正当該増額更正によりによりによりにより納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき市市市市

民税又民税又民税又民税又はははは令第令第令第令第48484848条条条条のののの15151515のののの5555第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる市民税市民税市民税市民税にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、第第第第1111号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間

にににに限限限限るるるる。。。。))))」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは、「、「、「、「当該当初申告当該当初申告当該当初申告当該当初申告

書書書書のののの提出提出提出提出によりによりによりにより納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき税額税額税額税額のののの納付納付納付納付がががが

あったあったあったあった日日日日（（（（そのそのそのその日日日日がががが第第第第34343434条第条第条第条第1111項項項項のののの法人税法人税法人税法人税

過過過過したしたしたした日日日日からからからから同項同項同項同項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより延長延長延長延長されされされされ

たたたた当該申告書当該申告書当該申告書当該申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限までのまでのまでのまでの期間期間期間期間のののの日日日日

数数数数にににに応応応応じじじじ、、、、年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを乗乗乗乗じじじじ

てててて計算計算計算計算したしたしたした金額金額金額金額にににに相当相当相当相当するするするする延滞金額延滞金額延滞金額延滞金額をををを加加加加

算算算算してしてしてして納付納付納付納付しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10101010    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

額額額額のののの課税標準課税標準課税標準課税標準のののの算定期間算定期間算定期間算定期間のののの末日末日末日末日のののの翌日以翌日以翌日以翌日以

後後後後2222月月月月をををを経過経過経過経過したしたしたした日日日日よりよりよりより前前前前であるであるであるである場合場合場合場合にににに

はははは、、、、同日同日同日同日））））からからからから同条第同条第同条第同条第1111項項項項のののの申告書申告書申告書申告書のののの提出提出提出提出

期限期限期限期限までのまでのまでのまでの期間期間期間期間」」」」とととと読読読読みみみみ替替替替えるものとすえるものとすえるものとすえるものとす

るるるる。。。。 

４４４４    法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第81818181条条条条のののの22222222第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定によによによによ

りりりり法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出するするするする義務義務義務義務がががが

あるあるあるある法人法人法人法人でででで同法第同法第同法第同法第81818181条条条条のののの24242424第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定

のののの適用適用適用適用をををを受受受受けているものけているものけているものけているもの及及及及びびびび当該法人当該法人当該法人当該法人とととと

のののの間間間間にににに連結完全支配関係連結完全支配関係連結完全支配関係連結完全支配関係があるがあるがあるがある連結子法連結子法連結子法連結子法

人人人人（（（（連結申告法人連結申告法人連結申告法人連結申告法人にににに限限限限るるるる。）。）。）。）はははは、、、、当該申告当該申告当該申告当該申告

書書書書にににに係係係係るるるる連結法人税額連結法人税額連結法人税額連結法人税額のののの課税標準課税標準課税標準課税標準のののの算定算定算定算定

期間期間期間期間でそのでそのでそのでその適用適用適用適用にににに係係係係るもののるもののるもののるものの連結所得連結所得連結所得連結所得

（（（（同法第同法第同法第同法第2222条第条第条第条第18181818号号号号のののの4444にににに規定規定規定規定するするするする連結所連結所連結所連結所

得得得得をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）にににに対対対対するするするする連結法人税額連結法人税額連結法人税額連結法人税額にににに係係係係るるるる

個別帰属法人税額個別帰属法人税額個別帰属法人税額個別帰属法人税額をををを課税標準課税標準課税標準課税標準としてとしてとしてとして算定算定算定算定

したしたしたした法人税割額及法人税割額及法人税割額及法人税割額及びこれとびこれとびこれとびこれと併併併併せてせてせてせて納付納付納付納付すすすす

べきべきべきべき均等割額均等割額均等割額均等割額をををを納付納付納付納付するするするする場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該当該当該当該

税額税額税額税額にににに、、、、当該連結法人税額当該連結法人税額当該連結法人税額当該連結法人税額のののの課税標準課税標準課税標準課税標準のののの

算定期間算定期間算定期間算定期間のののの末日末日末日末日のののの翌日以後翌日以後翌日以後翌日以後2222月月月月をををを経過経過経過経過しししし

たたたた日日日日からからからから同項同項同項同項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより延長延長延長延長されたされたされたされた当当当当

該申告書該申告書該申告書該申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限までのまでのまでのまでの期間期間期間期間のののの日数日数日数日数にににに

応応応応じじじじ、、、、年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを乗乗乗乗じてじてじてじて計計計計

算算算算したしたしたした金額金額金額金額にににに相当相当相当相当するするするする延滞金額延滞金額延滞金額延滞金額をををを加算加算加算加算しししし

てててて納付納付納付納付しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

５５５５    第第第第32323232条条条条のののの11111111第第第第7777項項項項のののの規定規定規定規定はははは、、、、前項前項前項前項のののの延滞延滞延滞延滞

金額金額金額金額についてについてについてについて準用準用準用準用するするするする。。。。このこのこのこの場合場合場合場合におにおにおにおいいいい

てててて、、、、同条第同条第同条第同条第7777項中項中項中項中「「「「前項前項前項前項のののの規定規定規定規定にかかわらにかかわらにかかわらにかかわら

ずずずず、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間（（（（詐偽詐偽詐偽詐偽そのそのそのその他不正他不正他不正他不正のののの

行為行為行為行為によりによりによりにより市民税市民税市民税市民税をををを免免免免れたれたれたれた法人法人法人法人がががが法第法第法第法第

321321321321条条条条のののの11111111第第第第1111項又項又項又項又はははは第第第第3333項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる

更正更正更正更正があるべきことをがあるべきことをがあるべきことをがあるべきことを予知予知予知予知してしてしてして提出提出提出提出したしたしたした

修正申告書修正申告書修正申告書修正申告書にににに係係係係るるるる市民税又市民税又市民税又市民税又はははは令第令第令第令第48484848条条条条のののの

 

 

 

 

 

２２２２    法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第81818181条条条条のののの22222222第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定によによによによ

ってってってって法人税法人税法人税法人税にににに係係係係るるるる申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出するするするする義務義務義務義務

があるがあるがあるがある法人法人法人法人でででで同法第同法第同法第同法第81818181条条条条のののの24242424第第第第1111項項項項のののの規規規規

定定定定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けているものけているものけているものけているもの及及及及びびびび当該法人当該法人当該法人当該法人

とのとのとのとの間間間間にににに連結完全支配関係連結完全支配関係連結完全支配関係連結完全支配関係があるがあるがあるがある連結子連結子連結子連結子

法人法人法人法人（（（（連結申告法人連結申告法人連結申告法人連結申告法人にににに限限限限るるるる。）。）。）。）はははは、、、、当該申当該申当該申当該申

告書告書告書告書にににに係係係係るるるる連結法人税額連結法人税額連結法人税額連結法人税額のののの課税標準課税標準課税標準課税標準のののの算算算算

定期間定期間定期間定期間でそのでそのでそのでその適用適用適用適用にににに係係係係るもののるもののるもののるものの連結所得連結所得連結所得連結所得

（（（（同法第同法第同法第同法第2222条第条第条第条第18181818号号号号のののの4444にににに規定規定規定規定するするするする連結所連結所連結所連結所

得得得得をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）にににに対対対対するするするする連結法人税額連結法人税額連結法人税額連結法人税額にににに係係係係るるるる

個別帰属法人税額個別帰属法人税額個別帰属法人税額個別帰属法人税額をををを課税標準課税標準課税標準課税標準としてとしてとしてとして算定算定算定算定

したしたしたした法人税割額及法人税割額及法人税割額及法人税割額及びこれとびこれとびこれとびこれと併併併併せてせてせてせて納付納付納付納付すすすす

べきべきべきべき均等割額均等割額均等割額均等割額をををを納付納付納付納付するするするする場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該当該当該当該

税額税額税額税額にににに、、、、当該連結法人税額当該連結法人税額当該連結法人税額当該連結法人税額のののの課税標準課税標準課税標準課税標準のののの

算定期間算定期間算定期間算定期間のののの末日末日末日末日のののの翌日以後翌日以後翌日以後翌日以後2222月月月月をををを経過経過経過経過しししし

たたたた日日日日からからからから同項同項同項同項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより延長延長延長延長されたされたされたされた当当当当

該申告書該申告書該申告書該申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限までのまでのまでのまでの期間期間期間期間のののの日数日数日数日数にににに

応応応応じじじじ、、、、年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを乗乗乗乗じてじてじてじて計計計計

算算算算したしたしたした金額金額金額金額にににに相当相当相当相当するするするする延滞金額延滞金額延滞金額延滞金額をををを加算加算加算加算しししし

てててて納付納付納付納付しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

 

 

 

 

 

 

 

 



11111111    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

16161616のののの2222第第第第3333項項項項にににに規定規定規定規定するするするする市民税市民税市民税市民税にあってにあってにあってにあって

はははは、、、、第第第第1111号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間にににに限限限限るるるる。）」。）」。）」。）」とあるとあるとあるとある

のはのはのはのは、「、「、「、「当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書当該当初申告書のののの提出提出提出提出によりによりによりにより納付納付納付納付

すべきすべきすべきすべき税額税額税額税額のののの納付納付納付納付があったがあったがあったがあった日日日日（（（（そのそのそのその日日日日がががが

第第第第34343434条第条第条第条第4444項項項項のののの連結法人税額連結法人税額連結法人税額連結法人税額のののの課税標準課税標準課税標準課税標準

のののの算定期間算定期間算定期間算定期間のののの末日末日末日末日のののの翌日以後翌日以後翌日以後翌日以後2222月月月月をををを経過経過経過経過

したしたしたした日日日日よりよりよりより前前前前であるであるであるである場合場合場合場合にはにはにはには、、、、同日同日同日同日））））かかかか

らららら第第第第34343434条第条第条第条第4444項項項項のののの申告書申告書申告書申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限までまでまでまで

のののの期間期間期間期間」」」」とととと読読読読みみみみ替替替替えるものとするえるものとするえるものとするえるものとする。。。。 

６６６６    第第第第32323232条条条条のののの12121212第第第第4444項項項項のののの規定規定規定規定はははは、、、、第第第第4444項項項項のののの延延延延

滞金額滞金額滞金額滞金額についてについてについてについて準用準用準用準用するするするする。。。。このこのこのこの場合場合場合場合におにおにおにお

いていていていて、、、、同条第同条第同条第同条第4444項中項中項中項中「「「「前項前項前項前項のののの規定規定規定規定にかかわにかかわにかかわにかかわ

らずらずらずらず、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期間期間期間期間（（（（詐偽詐偽詐偽詐偽そのそのそのその他不正他不正他不正他不正

のののの行為行為行為行為によりによりによりにより市民税市民税市民税市民税をををを免免免免れたれたれたれた法人法人法人法人についについについについ

てされたてされたてされたてされた当該増額更正当該増額更正当該増額更正当該増額更正によりによりによりにより納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき

市民税又市民税又市民税又市民税又はははは令第令第令第令第48484848条条条条のののの15151515のののの5555第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定

するするするする市民税市民税市民税市民税にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、第第第第1111号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる期期期期

間間間間にににに限限限限るるるる。）」。）」。）」。）」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは、「、「、「、「当該当初申告当該当初申告当該当初申告当該当初申告

書書書書のののの提出提出提出提出によりによりによりにより納付納付納付納付すべきすべきすべきすべき税額税額税額税額のののの納付納付納付納付がががが

あったあったあったあった日日日日（（（（そのそのそのその日日日日がががが第第第第34343434条第条第条第条第4444項項項項のののの連結法連結法連結法連結法

人税額人税額人税額人税額のののの課税標準課税標準課税標準課税標準のののの算定期間算定期間算定期間算定期間のののの末日末日末日末日のののの翌翌翌翌

日以後日以後日以後日以後2222月月月月をををを経過経過経過経過したしたしたした日日日日よりよりよりより前前前前であるであるであるである場場場場

合合合合にはにはにはには、、、、同日同日同日同日））））からからからから同条第同条第同条第同条第4444項項項項のののの申告書申告書申告書申告書のののの

提出期限提出期限提出期限提出期限までのまでのまでのまでの期間期間期間期間」」」」とととと読読読読みみみみ替替替替えるものえるものえるものえるもの

とするとするとするとする。。。。 

（（（（固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの納税義務者等納税義務者等納税義務者等納税義務者等）））） 

第第第第36363636条条条条    略略略略 

２２２２    略略略略 

３３３３    略略略略 

４４４４    略略略略 

５５５５    略略略略 

６６６６    略略略略 

７７７７    家屋家屋家屋家屋のののの附帯設備附帯設備附帯設備附帯設備（（（（家屋家屋家屋家屋のうちのうちのうちのうち附帯設備附帯設備附帯設備附帯設備

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（（（固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの納税義務者等納税義務者等納税義務者等納税義務者等）））） 

第第第第36363636条条条条    略略略略 

２２２２    略略略略 

３３３３    略略略略 

４４４４    略略略略 

５５５５    略略略略 

６６６６    略略略略 

７７７７    家屋家屋家屋家屋のののの附帯設備附帯設備附帯設備附帯設備（（（（家屋家屋家屋家屋のうちのうちのうちのうち附帯設備附帯設備附帯設備附帯設備
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にににに属属属属するするするする部分部分部分部分そのそのそのその他他他他施行規則第施行規則第施行規則第施行規則第10101010条条条条のののの2222

のののの12121212でででで定定定定めるものをめるものをめるものをめるものを含含含含むむむむ。）。）。）。）であってであってであってであって、、、、家家家家

屋屋屋屋のののの所有者以外所有者以外所有者以外所有者以外のののの者者者者がそのがそのがそのがその事業事業事業事業のののの用用用用にににに供供供供

するためするためするためするため取取取取りりりり付付付付けたものでありけたものでありけたものでありけたものであり、、、、かつかつかつかつ、、、、

当該家屋当該家屋当該家屋当該家屋にににに付合付合付合付合したことによりしたことによりしたことによりしたことにより家屋家屋家屋家屋のののの所所所所

有者有者有者有者がががが所有所有所有所有することとなったものすることとなったものすることとなったものすることとなったもの（（（（以下以下以下以下

このこのこのこの項項項項においてにおいてにおいてにおいて「「「「特定附帯設備特定附帯設備特定附帯設備特定附帯設備」」」」というというというという。）。）。）。）

についてはについてはについてはについては、、、、当当当当該取該取該取該取りりりり付付付付けたけたけたけた者者者者のののの事業事業事業事業のののの

用用用用にににに供供供供することができるすることができるすることができるすることができる資産資産資産資産であるであるであるである場合場合場合場合

にににに限限限限りりりり、、、、当該取当該取当該取当該取りりりり付付付付けたけたけたけた者者者者をもってをもってをもってをもって第第第第1111

項項項項のののの所有者所有者所有者所有者とみなしとみなしとみなしとみなし、、、、当該特定附帯設備当該特定附帯設備当該特定附帯設備当該特定附帯設備

のうちのうちのうちのうち家屋家屋家屋家屋にににに属属属属するするするする部分部分部分部分はははは家屋以外家屋以外家屋以外家屋以外のののの資資資資

産産産産とみなしてとみなしてとみなしてとみなして固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税をををを課課課課するするするする。。。。 

（（（（延滞金延滞金延滞金延滞金のののの割合等割合等割合等割合等のののの特例特例特例特例）））） 

第第第第4444条条条条    当分当分当分当分のののの間間間間、、、、第第第第12121212条条条条、、、、第第第第32323232条条条条のののの11111111第第第第5555

項項項項、、、、第第第第32323232条条条条のののの12121212第第第第2222項項項項、、、、第第第第34343434条条条条のののの12121212第第第第2222項項項項、、、、

第第第第80808080条第条第条第条第5555項項項項、、、、第第第第83838383条第条第条第条第2222項項項項、、、、第第第第140140140140条第条第条第条第2222

項及項及項及項及びびびび第第第第141141141141条条条条のののの3333第第第第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする延滞延滞延滞延滞

金金金金のののの年年年年14.614.614.614.6パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合及割合及割合及割合及びびびび年年年年14.614.614.614.6

パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合及割合及割合及割合及びびびび年年年年7.37.37.37.3パーセントパーセントパーセントパーセント

のののの割合割合割合割合はははは、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定ににににかかわらずかかわらずかかわらずかかわらず、、、、

各年各年各年各年のののの特例基準割合特例基準割合特例基準割合特例基準割合（（（（当該年前年当該年前年当該年前年当該年前年にににに租税租税租税租税

特別措置法第特別措置法第特別措置法第特別措置法第93939393条第条第条第条第2222項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより告告告告

示示示示されたされたされたされた割合割合割合割合にににに年年年年1111パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを

加算加算加算加算したしたしたした割合割合割合割合をいうをいうをいうをいう。。。。以下以下以下以下このこのこのこの条条条条においにおいにおいにおい

てててて同同同同じじじじ。）。）。）。）がががが年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合にににに満満満満

たないたないたないたない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのそのそのその年年年年（（（（以下以下以下以下このこのこのこの条条条条にににに

おいておいておいておいて「「「「特例基準割合適用年特例基準割合適用年特例基準割合適用年特例基準割合適用年」」」」というというというという。）。）。）。）

中中中中においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、年年年年14.614.614.614.6パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合

にあってはにあってはにあってはにあっては当該特例基準割合適用年当該特例基準割合適用年当該特例基準割合適用年当該特例基準割合適用年におにおにおにお

けるけるけるける特例基準割合特例基準割合特例基準割合特例基準割合にににに年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの

割合割合割合割合をををを加算加算加算加算したしたしたした割合割合割合割合としとしとしとし、、、、年年年年7.37.37.37.3パーセンパーセンパーセンパーセン

トのトのトのトの割合割合割合割合にあってはにあってはにあってはにあっては当該特例基準割合当該特例基準割合当該特例基準割合当該特例基準割合にににに

にににに属属属属するするするする部分部分部分部分そのそのそのその他他他他施行規則第施行規則第施行規則第施行規則第10101010条条条条のののの2222

のののの10101010でででで定定定定めるものをめるものをめるものをめるものを含含含含むむむむ。）。）。）。）であってであってであってであって、、、、家家家家

屋屋屋屋のののの所有者以外所有者以外所有者以外所有者以外のののの者者者者がそがそがそがそのののの事業事業事業事業のののの用用用用にににに供供供供

するためするためするためするため取取取取りりりり付付付付けたものでありけたものでありけたものでありけたものであり、、、、かつかつかつかつ、、、、

当該家屋当該家屋当該家屋当該家屋にににに付合付合付合付合したことによりしたことによりしたことによりしたことにより家屋家屋家屋家屋のののの所所所所

有者有者有者有者がががが所有所有所有所有することとなったものすることとなったものすることとなったものすることとなったもの（（（（以下以下以下以下

このこのこのこの項項項項においてにおいてにおいてにおいて「「「「特定附帯設備特定附帯設備特定附帯設備特定附帯設備」」」」というというというという。）。）。）。）

についてはについてはについてはについては、、、、当該取当該取当該取当該取りりりり付付付付けたけたけたけた者者者者のののの事業事業事業事業のののの

用用用用にににに供供供供することができるすることができるすることができるすることができる資産資産資産資産であるであるであるである場合場合場合場合

にににに限限限限りりりり、、、、当該取当該取当該取当該取りりりり付付付付けたけたけたけた者者者者をもってをもってをもってをもって第第第第1111

項項項項のののの所有者所有者所有者所有者とみなしとみなしとみなしとみなし、、、、当該特定附帯設備当該特定附帯設備当該特定附帯設備当該特定附帯設備

のうちのうちのうちのうち家屋家屋家屋家屋にににに属属属属するするするする部分部分部分部分はははは家屋以外家屋以外家屋以外家屋以外のののの資資資資

産産産産とみなしてとみなしてとみなしてとみなして固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税をををを課課課課するするするする。。。。 

（（（（延滞金延滞金延滞金延滞金のののの割合等割合等割合等割合等のののの特例特例特例特例）））） 

第第第第4444条条条条    当分当分当分当分のののの間間間間、、、、第第第第12121212条条条条、、、、第第第第32323232条条条条のののの11111111第第第第3333

項項項項、、、、第第第第32323232条条条条のののの12121212第第第第2222項項項項、、、、第第第第34343434条条条条のののの12121212第第第第2222項項項項、、、、

第第第第80808080条第条第条第条第5555項項項項、、、、第第第第83838383条第条第条第条第2222項項項項、、、、第第第第140140140140条第条第条第条第2222

項及項及項及項及びびびび第第第第141141141141条条条条のののの3333第第第第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする延滞延滞延滞延滞

金金金金のののの年年年年14.614.614.614.6パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合及割合及割合及割合及びびびび年年年年14.614.614.614.6

パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合及割合及割合及割合及びびびび年年年年7.37.37.37.3パーセントパーセントパーセントパーセント

のののの割合割合割合割合はははは、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、

各年各年各年各年のののの特例基準割合特例基準割合特例基準割合特例基準割合（（（（当該年前年当該年前年当該年前年当該年前年にににに租税租税租税租税

特別措置法第特別措置法第特別措置法第特別措置法第93939393条第条第条第条第2222項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより告告告告

示示示示されたされたされたされた割合割合割合割合にににに年年年年1111パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを

加算加算加算加算したしたしたした割合割合割合割合をいうをいうをいうをいう。。。。以下以下以下以下このこのこのこの条条条条においにおいにおいにおい

てててて同同同同じじじじ。）。）。）。）がががが年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合にににに満満満満

たないたないたないたない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、そのそのそのその年年年年（（（（以下以下以下以下このこのこのこの条条条条にににに

おいておいておいておいて「「「「特例基準割合適用年特例基準割合適用年特例基準割合適用年特例基準割合適用年」」」」というというというという。）。）。）。）

中中中中においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、年年年年14.614.614.614.6パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合

にあってはにあってはにあってはにあっては当該特例基準割当該特例基準割当該特例基準割当該特例基準割合適用年合適用年合適用年合適用年におにおにおにお

けるけるけるける特例基準割合特例基準割合特例基準割合特例基準割合にににに年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの

割合割合割合割合をををを加算加算加算加算したしたしたした割合割合割合割合としとしとしとし、、、、年年年年7.37.37.37.3パーセンパーセンパーセンパーセン

トのトのトのトの割合割合割合割合にあってはにあってはにあってはにあっては当該特例基準割合当該特例基準割合当該特例基準割合当該特例基準割合にににに
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年年年年1111パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを加算加算加算加算したしたしたした割合割合割合割合（（（（当当当当

該加算該加算該加算該加算したしたしたした割割割割合合合合がががが年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割割割割

合合合合をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの

割合割合割合割合））））とするとするとするとする。。。。 

２２２２    当分当分当分当分のののの間間間間、、、、第第第第34343434条第条第条第条第1111項及項及項及項及びびびび第第第第4444項項項項にににに規規規規

定定定定するするするする延滞金延滞金延滞金延滞金のののの年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合

はははは、、、、これらこれらこれらこれらのののの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、特例基特例基特例基特例基

準割合適用年中準割合適用年中準割合適用年中準割合適用年中においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、当該特例基当該特例基当該特例基当該特例基

準割合適用年準割合適用年準割合適用年準割合適用年におけるにおけるにおけるにおける特例基準割合特例基準割合特例基準割合特例基準割合とすとすとすとす

るるるる。。。。 

（（（（納期限納期限納期限納期限のののの延長延長延長延長にににに係係係係るるるる延滞金延滞金延滞金延滞金のののの特例特例特例特例）））） 

第第第第4444条条条条のののの2222    当分当分当分当分のののの間間間間、、、、日本銀行法日本銀行法日本銀行法日本銀行法（（（（平成平成平成平成9999

年法律第年法律第年法律第年法律第89898989号号号号））））第第第第15151515条第条第条第条第1111項項項項（（（（第第第第1111号号号号にににに係係係係

るるるる部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）のののの規定規定規定規定によりによりによりにより定定定定められるめられるめられるめられる

商業手形商業手形商業手形商業手形のののの基準割引率基準割引率基準割引率基準割引率がががが年年年年5.55.55.55.5パーセンパーセンパーセンパーセン

トをトをトをトを超超超超えてえてえてえて定定定定められるめられるめられるめられる日日日日からそのからそのからそのからその後年後年後年後年

5.55.55.55.5パパパパーセントーセントーセントーセント以下以下以下以下にににに定定定定められるめられるめられるめられる日日日日のののの前前前前

日日日日までのまでのまでのまでの期間期間期間期間（（（（当該期間内当該期間内当該期間内当該期間内にににに前条第前条第前条第前条第2222項項項項のののの

規定規定規定規定によりによりによりにより第第第第34343434条第条第条第条第1111項及項及項及項及びびびび第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定

するするするする延滞金延滞金延滞金延滞金のののの割合割合割合割合をををを前条第前条第前条第前条第2222項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる特例基準割合特例基準割合特例基準割合特例基準割合とするとするとするとする年年年年にににに含含含含まれるまれるまれるまれる期間期間期間期間

があるがあるがあるがある場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該期間当該期間当該期間当該期間をををを除除除除くくくく。。。。以下以下以下以下

このこのこのこの項項項項においてにおいてにおいてにおいて「「「「特例期間特例期間特例期間特例期間」」」」というというというという。）。）。）。）内内内内

（（（（法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第75757575条条条条のののの2222第第第第1111項項項項（（（（同法第同法第同法第同法第144144144144

条条条条のののの8888においてにおいてにおいてにおいて準用準用準用準用するするするする場合場合場合場合をををを含含含含むむむむ。）。）。）。）のののの

規定規定規定規定によりによりによりにより延長延長延長延長されたされたされたされた法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第1111

項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申告書申告書申告書申告書のののの提出期限又提出期限又提出期限又提出期限又はははは法人法人法人法人

税法第税法第税法第税法第81818181条条条条のののの24242424第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定によりによりによりにより延長延長延長延長

されたされたされたされた法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申申申申

告書告書告書告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限がががが当該年当該年当該年当該年5.55.55.55.5パーセントパーセントパーセントパーセント

以下以下以下以下にににに定定定定められるめられるめられるめられる日以後日以後日以後日以後にににに到来到来到来到来することすることすることすること

となるとなるとなるとなる市民税市民税市民税市民税にににに係係係係るるるる申告基準日申告基準日申告基準日申告基準日がががが特例期特例期特例期特例期

間内間内間内間内にににに到来到来到来到来するするするする場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける当該市民税当該市民税当該市民税当該市民税

年年年年1111パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを加算加算加算加算したしたしたした割合割合割合割合（（（（当当当当

該加算該加算該加算該加算したしたしたした割合割合割合割合がががが年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割割割割

合合合合をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの

割合割合割合割合））））とするとするとするとする。。。。 

２２２２    当分当分当分当分のののの間間間間、、、、第第第第34343434条条条条にににに規定規定規定規定するするするする延滞金延滞金延滞金延滞金のののの

年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合はははは、、、、同条同条同条同条のののの規定規定規定規定にににに

かかわらずかかわらずかかわらずかかわらず、、、、特例基準割合適用年中特例基準割合適用年中特例基準割合適用年中特例基準割合適用年中におにおにおにお

いてはいてはいてはいては、、、、当該特例基準割合適用年当該特例基準割合適用年当該特例基準割合適用年当該特例基準割合適用年におけにおけにおけにおけ

るるるる特例基準割合特例基準割合特例基準割合特例基準割合とするとするとするとする。。。。 

 

（（（（納期限納期限納期限納期限のののの延長延長延長延長にににに係係係係るるるる延滞金延滞金延滞金延滞金のののの特例特例特例特例）））） 

第第第第4444条条条条のののの2222    当分当分当分当分のののの間間間間、、、、日本銀行法日本銀行法日本銀行法日本銀行法（（（（平成平成平成平成9999

年法律第年法律第年法律第年法律第89898989号号号号））））第第第第15151515条第条第条第条第1111項項項項（（（（第第第第1111号号号号にににに係係係係

るるるる部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）のののの規定規定規定規定によりによりによりにより定定定定められるめられるめられるめられる

商業手形商業手形商業手形商業手形のののの基準割引率基準割引率基準割引率基準割引率がががが年年年年5.55.55.55.5パーセンパーセンパーセンパーセン

トをトをトをトを超超超超えてえてえてえて定定定定められるめられるめられるめられる日日日日からそのからそのからそのからその後年後年後年後年

5.55.55.55.5パーセントパーセントパーセントパーセント以下以下以下以下にににに定定定定められるめられるめられるめられる日日日日のののの前前前前

日日日日までのまでのまでのまでの期間期間期間期間（（（（当該期間内当該期間内当該期間内当該期間内にににに前条第前条第前条第前条第2222項項項項のののの

規定規定規定規定によりによりによりにより第第第第34343434条条条条にににに規定規定規定規定するするするする延滞金延滞金延滞金延滞金のののの割割割割

合合合合をををを同項同項同項同項にににに規定規定規定規定するするするする特例基準割合特例基準割合特例基準割合特例基準割合とするとするとするとする

年年年年にににに含含含含まれるまれるまれるまれる期間期間期間期間があるがあるがあるがある場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該当該当該当該

期間期間期間期間をををを除除除除くくくく。。。。以下以下以下以下このこのこのこの項項項項においてにおいてにおいてにおいて「「「「特例特例特例特例

期間期間期間期間」」」」というというというという。）。）。）。）内内内内（（（（法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第75757575条条条条のののの2222

第第第第1111項項項項（（（（同法第同法第同法第同法第144144144144条条条条のののの8888においてにおいてにおいてにおいて準用準用準用準用するするするする

場合場合場合場合をををを含含含含むむむむ。）。）。）。）のののの規定規定規定規定によりによりによりにより延長延長延長延長されたされたされたされた法法法法

第第第第321321321321条条条条のののの8888第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申告書申告書申告書申告書のののの提提提提

出期限又出期限又出期限又出期限又はははは法人税法第法人税法第法人税法第法人税法第81818181条条条条のののの24242424第第第第1111項項項項のののの

規定規定規定規定によりによりによりにより延長延長延長延長されたされたされたされた法第法第法第法第321321321321条条条条のののの8888第第第第4444

項項項項にににに規定規定規定規定するするするする申告書申告書申告書申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限がががが当該年当該年当該年当該年

5.55.55.55.5パーセントパーセントパーセントパーセント以下以下以下以下にににに定定定定められるめられるめられるめられる日以後日以後日以後日以後

にににに到来到来到来到来することとなるすることとなるすることとなるすることとなる市民税市民税市民税市民税にににに係係係係るるるる申告申告申告申告

基準日基準日基準日基準日がががが特例期間内特例期間内特例期間内特例期間内にににに到来到来到来到来するするするする場合場合場合場合におにおにおにお

けるけるけるける当該市民税当該市民税当該市民税当該市民税にににに係係係係るるるる第第第第34343434条条条条のののの規定規定規定規定によによによによ
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にににに係係係係るるるる第第第第34343434条条条条のののの規定規定規定規定によるによるによるによる延滞金延滞金延滞金延滞金についについについについ

てはてはてはては、、、、当該年当該年当該年当該年5.55.55.55.5パーセントをパーセントをパーセントをパーセントを超超超超えてえてえてえて定定定定めめめめ

られるられるられるられる日日日日からからからから当該延長当該延長当該延長当該延長されたされたされたされた申告書申告書申告書申告書のののの提提提提

出期限出期限出期限出期限までのまでのまでのまでの期間内期間内期間内期間内））））はははは、、、、特例期間内特例期間内特例期間内特例期間内にににに

そのそのそのその申告基準日申告基準日申告基準日申告基準日のののの到来到来到来到来するするするする市民税市民税市民税市民税にににに係係係係るるるる

第第第第34343434条第条第条第条第1111項及項及項及項及びびびび第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定するするするする延滞金延滞金延滞金延滞金

のののの年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合はははは、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規規規規

定定定定及及及及びびびび前条第前条第前条第前条第2222項項項項のののの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当当当当

該年該年該年該年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合とととと当該申告基当該申告基当該申告基当該申告基

準日準日準日準日におけるにおけるにおけるにおける当該商業手形当該商業手形当該商業手形当該商業手形のののの基準割引率基準割引率基準割引率基準割引率

のうちのうちのうちのうち年年年年5555.5.5.5.5パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを超超超超えるえるえるえる

部分部分部分部分のののの割合割合割合割合をををを年年年年0.250.250.250.25パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合でででで

除除除除してしてしてして得得得得たたたた数数数数をををを年年年年0.730.730.730.73パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合

にににに乗乗乗乗じてじてじてじて計算計算計算計算したしたしたした割合割合割合割合とをとをとをとを合計合計合計合計したしたしたした割合割合割合割合

（（（（当該合計当該合計当該合計当該合計したしたしたした割合割合割合割合がががが年年年年12.77512.77512.77512.775パーセンパーセンパーセンパーセン

トのトのトのトの割合割合割合割合をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、年年年年12.77512.77512.77512.775パパパパ

ーセントのーセントのーセントのーセントの割合割合割合割合））））とするとするとするとする。。。。 

２２２２    略略略略 

（（（（法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第2222項第項第項第項第1111号等号等号等号等のののの条例条例条例条例でででで定定定定めめめめ

るるるる割合割合割合割合）））） 

第第第第8888条条条条のののの2222    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第2222項第項第項第項第1111号号号号にににに規定規定規定規定

するするするする市市市市のののの条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とととと

するするするする。。。。 

２２２２    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第2222項第項第項第項第2222号号号号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市

のののの条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

 

 

３３３３    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条第条第条第条第2222項第項第項第項第6666号号号号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市

のののの条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、4444分分分分のののの3333とするとするとするとする。。。。 

４４４４    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第1111号号号号イにイにイにイに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

５５５５    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第1111号号号号ロにロにロにロに規定規定規定規定すすすす

るるるる延滞金延滞金延滞金延滞金についてはについてはについてはについては、、、、当該年当該年当該年当該年5.55.55.55.5パーセンパーセンパーセンパーセン

トをトをトをトを超超超超えてえてえてえて定定定定められるめられるめられるめられる日日日日からからからから当該延長当該延長当該延長当該延長ささささ

れたれたれたれた申告書申告書申告書申告書のののの提出期限提出期限提出期限提出期限までのまでのまでのまでの期間内期間内期間内期間内））））はははは、、、、

特例期間内特例期間内特例期間内特例期間内にそのにそのにそのにその申告基準日申告基準日申告基準日申告基準日のののの到来到来到来到来するするするする

市民税市民税市民税市民税にににに係係係係るるるる第第第第34343434条条条条にににに規定規定規定規定するするするする延滞金延滞金延滞金延滞金のののの

年年年年7.37.37.37.3パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合はははは、、、、同条同条同条同条及及及及びびびび前前前前条条条条

第第第第2222項項項項のののの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当該年当該年当該年当該年7.37.37.37.3パパパパ

ーセントのーセントのーセントのーセントの割合割合割合割合とととと当該申告基準日当該申告基準日当該申告基準日当該申告基準日におけにおけにおけにおけ

るるるる当該商業手形当該商業手形当該商業手形当該商業手形のののの基準割引率基準割引率基準割引率基準割引率のうちのうちのうちのうち年年年年

5.55.55.55.5パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合をををを超超超超えるえるえるえる部分部分部分部分のののの割割割割

合合合合をををを年年年年0.250.250.250.25パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合でででで除除除除してしてしてして得得得得

たたたた数数数数をををを年年年年0.730.730.730.73パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合にににに乗乗乗乗じてじてじてじて

計算計算計算計算したしたしたした割合割合割合割合とをとをとをとを合計合計合計合計したしたしたした割合割合割合割合（（（（当該合当該合当該合当該合

計計計計したしたしたした割合割合割合割合がががが年年年年12.77512.77512.77512.775パーセントのパーセントのパーセントのパーセントの割合割合割合割合

をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、年年年年12.77512.77512.77512.775パーセントパーセントパーセントパーセント

のののの割合割合割合割合））））とするとするとするとする。。。。 

 

２２２２    略略略略 

（（（（法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第2222項第項第項第項第1111号等号等号等号等のののの条例条例条例条例でででで定定定定めめめめ

るるるる割合割合割合割合）））） 

第第第第8888条条条条のののの2222    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第2222項第項第項第項第1111号号号号にににに規定規定規定規定

するするするする市市市市のののの条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの1111とととと

するするするする。。。。 

２２２２    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第2222項第項第項第項第2222号号号号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市

のののの条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

３３３３    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第2222項第項第項第項第3333号号号号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市

のののの条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

４４４４    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条第条第条第条第2222項第項第項第項第7777号号号号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市

のののの条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、4444分分分分のののの3333とするとするとするとする。。。。 

５５５５    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第1111号号号号イにイにイにイに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

６６６６    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第1111号号号号ロにロにロにロに規定規定規定規定すすすす



15151515    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

６６６６    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第1111号号号号ハにハにハにハに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

７７７７    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第1111号号号号ニにニにニにニに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

８８８８    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第1111号号号号ホにホにホにホに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

９９９９    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第2222号号号号イにイにイにイに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、4444分分分分のののの3333とするとするとするとする。。。。 

10101010    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第2222号号号号ロにロにロにロに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、4444分分分分のののの3333とするとするとするとする。。。。 

11111111    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第3333号号号号イイイイにににに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

12121212    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第3333号号号号ロロロロにににに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

13131313    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第3333号号号号ハにハにハにハに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

14141414    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第37373737項項項項にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条条条条

例例例例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

15151515    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第39393939項項項項（（（（固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに関関関関

するするするする部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例でででで

定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、5555分分分分のののの4444とするとするとするとする。。。。 

16161616    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第44444444項項項項（（（（固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに関関関関

するするするする部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例でででで

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７７７７    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第2222号号号号イイイイにににに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

８８８８    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第2222号号号号ロロロロにににに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

９９９９    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条第条第条第条第32323232項第項第項第項第2222号号号号ハハハハにににに規定規定規定規定すすすす

るるるる設備設備設備設備についてについてについてについて同号同号同号同号にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例

でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

10101010    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第37373737項項項項にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条条条条

例例例例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

11111111    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第39393939項項項項（（（（固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに関関関関

するするするする部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例でででで

定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、5555分分分分のののの4444とするとするとするとする。。。。 

12121212    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第44444444項項項項（（（（固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに関関関関

するするするする部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例でででで



16161616    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

17171717    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第45454545項項項項（（（（固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに関関関関

するするするする部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例でででで

定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

18181818    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条条条条のののの8888第第第第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの

条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

（（（（新築住宅等新築住宅等新築住宅等新築住宅等にににに対対対対するするするする固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの減額減額減額減額のののの

規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者がすべきがすべきがすべきがすべき

申告申告申告申告）））） 

第第第第8888条条条条のののの3333    略略略略 

２２２２    略略略略 

３３３３    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条条条条のののの8888第第第第1111項項項項のののの家屋家屋家屋家屋についについについについ

てててて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする

者者者者はははは、、、、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日のののの属属属属するするするする年年年年のののの1111月月月月31313131

日日日日までにまでにまでにまでに次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告申告申告申告

書書書書をををを市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    家屋家屋家屋家屋のののの所在所在所在所在、、、、家屋番号家屋番号家屋番号家屋番号、、、、種類種類種類種類、、、、構造構造構造構造

及及及及びびびび床面積並床面積並床面積並床面積並びにびにびにびに令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第8888項項項項

にににに規定規定規定規定するするするする従前従前従前従前のののの権利権利権利権利にににに対応対応対応対応するするするする部分部分部分部分

のののの床面積床面積床面積床面積 

    ⑶⑶⑶⑶    略略略略 

４４４４    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条条条条のののの8888第第第第2222項項項項のののの貸家住宅貸家住宅貸家住宅貸家住宅につにつにつにつ

いていていていて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとすけようとすけようとすけようとす

るるるる者者者者はははは、、、、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日のののの属属属属するするするする年年年年のののの1111

月月月月31313131日日日日までにまでにまでにまでに次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載しししし、、、、

かつかつかつかつ、、、、高齢者高齢者高齢者高齢者のののの居住居住居住居住のののの安定確保安定確保安定確保安定確保にににに関関関関するするするする

法律法律法律法律（（（（平成平成平成平成13131313年法律第年法律第年法律第年法律第26262626号号号号））））第第第第7777条第条第条第条第1111項項項項

のののの登録登録登録登録をををを受受受受けたけたけたけた旨旨旨旨をををを証証証証するするするする書類及書類及書類及書類及びびびび当該当該当該当該

貸家住宅貸家住宅貸家住宅貸家住宅のののの建設建設建設建設にににに要要要要するするするする費用費用費用費用についてについてについてについて令令令令

附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第12121212項第項第項第項第1111号号号号ロロロロにににに規定規定規定規定するするするする補補補補

助助助助をををを受受受受けているけているけているけている旨旨旨旨をををを証証証証するするするする書類書類書類書類をををを添付添付添付添付しししし

たたたた申告書申告書申告書申告書をををを市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならなしなければならなしなければならなしなければならな

定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、2222分分分分のののの1111とするとするとするとする。。。。 

13131313    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第45454545項項項項（（（（固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに関関関関

するするするする部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの条例条例条例条例でででで

定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

14141414    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条条条条のののの8888第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定するするするする市市市市のののの

条例条例条例条例でででで定定定定めるめるめるめる割合割合割合割合はははは、、、、3333分分分分のののの2222とするとするとするとする。。。。 

（（（（新築住宅等新築住宅等新築住宅等新築住宅等にににに対対対対するするするする固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの減額減額減額減額のののの

規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者がすべきがすべきがすべきがすべき

申告申告申告申告）））） 

第第第第8888条条条条のののの3333    略略略略 

２２２２    略略略略 

３３３３    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条条条条のののの8888第第第第3333項項項項のののの家屋家屋家屋家屋についについについについ

てててて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする

者者者者はははは、、、、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日のののの属属属属するするするする年年年年のののの1111月月月月31313131

日日日日までにまでにまでにまでに次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告申告申告申告

書書書書をををを市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    家屋家屋家屋家屋のののの所在所在所在所在、、、、家屋番号家屋番号家屋番号家屋番号、、、、種類種類種類種類、、、、構造構造構造構造

及及及及びびびび床面積並床面積並床面積並床面積並びにびにびにびに令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第17171717項項項項

にににに規定規定規定規定するするするする従前従前従前従前のののの権利権利権利権利にににに対応対応対応対応するするするする部分部分部分部分

のののの床面積床面積床面積床面積 

    ⑶⑶⑶⑶    略略略略 

４４４４    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条条条条のののの8888第第第第4444項項項項のののの貸家住宅貸家住宅貸家住宅貸家住宅につにつにつにつ

いていていていて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとすけようとすけようとすけようとす

るるるる者者者者はははは、、、、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日のののの属属属属するするするする年年年年のののの1111

月月月月31313131日日日日までにまでにまでにまでに次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載しししし、、、、

かつかつかつかつ、、、、高齢者高齢者高齢者高齢者のののの居住居住居住居住のののの安定確保安定確保安定確保安定確保にににに関関関関するするするする

法律法律法律法律（（（（平成平成平成平成13131313年法律第年法律第年法律第年法律第26262626号号号号））））第第第第7777条第条第条第条第1111項項項項

のののの登録登録登録登録をををを受受受受けたけたけたけた旨旨旨旨をををを証証証証するするするする書類及書類及書類及書類及びびびび当該当該当該当該

貸家貸家貸家貸家住宅住宅住宅住宅のののの建設建設建設建設にににに要要要要するするするする費用費用費用費用についてについてについてについて令令令令

附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第21212121項第項第項第項第1111号号号号ロロロロにににに規定規定規定規定するするするする補補補補

助助助助をををを受受受受けているけているけているけている旨旨旨旨をををを証証証証するするするする書類書類書類書類をををを添付添付添付添付しししし

たたたた申告書申告書申告書申告書をををを市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならなしなければならなしなければならなしなければならな
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いいいい。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

５５５５    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条条条条のののの8888第第第第3333項項項項のののの家屋家屋家屋家屋についについについについ

てててて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする

者者者者はははは、、、、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日のののの属属属属するするするする年年年年のののの1111月月月月31313131

日日日日までにまでにまでにまでに次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告申告申告申告

書書書書をををを市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    家屋家屋家屋家屋のののの所在所在所在所在、、、、家屋番号家屋番号家屋番号家屋番号、、、、種類種類種類種類、、、、構造構造構造構造

及及及及びびびび床面積並床面積並床面積並床面積並びにびにびにびに令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第15151515項項項項

においてにおいてにおいてにおいて準用準用準用準用するするするする同条第同条第同条第同条第8888項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる従前従前従前従前のののの権利権利権利権利にににに対応対応対応対応するするするする部分部分部分部分のののの床面積床面積床面積床面積 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

６６６６    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999第第第第1111項項項項のののの耐震基準適合耐震基準適合耐震基準適合耐震基準適合

住宅住宅住宅住宅についてについてについてについて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けけけけ

ようとするようとするようとするようとする者者者者はははは、、、、当該耐震基準適合住宅当該耐震基準適合住宅当該耐震基準適合住宅当該耐震基準適合住宅

にににに係係係係るるるる耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日からからからから3333月以月以月以月以

内内内内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告書申告書申告書申告書

にににに当該耐震改修当該耐震改修当該耐震改修当該耐震改修にににに要要要要したしたしたした費用費用費用費用をををを証証証証するするするする書書書書

類及類及類及類及びびびび当該耐震改修後当該耐震改修後当該耐震改修後当該耐震改修後のののの家屋家屋家屋家屋がががが令令令令附則第附則第附則第附則第

12121212条第条第条第条第17171717項項項項にににに規定規定規定規定するするするする基準基準基準基準をををを満満満満たすことたすことたすことたすこと

をををを証証証証するするするする書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなしなしなしな

ければならないければならないければならないければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    略略略略 

⑹⑹⑹⑹    略略略略 

７７７７    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999第第第第4444項項項項のののの高齢者等居住高齢者等居住高齢者等居住高齢者等居住

改修住宅又改修住宅又改修住宅又改修住宅又はははは同条第同条第同条第同条第5555項項項項のののの高齢者等居住高齢者等居住高齢者等居住高齢者等居住

いいいい。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

５５５５    法法法法附則第附則第附則第附則第15151515条条条条のののの8888第第第第5555項項項項のののの家屋家屋家屋家屋についについについについ

てててて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする

者者者者はははは、、、、当該年度当該年度当該年度当該年度のののの初日初日初日初日のののの属属属属するするするする年年年年のののの1111月月月月31313131

日日日日までにまでにまでにまでに次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告申告申告申告

書書書書をををを市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    家屋家屋家屋家屋のののの所在所在所在所在、、、、家屋番号家屋番号家屋番号家屋番号、、、、種類種類種類種類、、、、構造構造構造構造

及及及及びびびび床面積並床面積並床面積並床面積並びにびにびにびに令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第24242424項項項項

においてにおいてにおいてにおいて準用準用準用準用するするするする同条第同条第同条第同条第17171717項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる従前従前従前従前のののの権利権利権利権利にににに対応対応対応対応するするするする部分部分部分部分のののの床面床面床面床面積積積積 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

６６６６    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999第第第第1111項項項項のののの耐震基準適合耐震基準適合耐震基準適合耐震基準適合

住宅住宅住宅住宅についてについてについてについて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けけけけ

ようとするようとするようとするようとする者者者者はははは、、、、当該耐震基準適合住宅当該耐震基準適合住宅当該耐震基準適合住宅当該耐震基準適合住宅

にににに係係係係るるるる耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日からからからから3333月以月以月以月以

内内内内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告書申告書申告書申告書

にににに当該耐震改修当該耐震改修当該耐震改修当該耐震改修にににに要要要要したしたしたした費用費用費用費用をををを証証証証するするするする書書書書

類及類及類及類及びびびび当該耐震改修後当該耐震改修後当該耐震改修後当該耐震改修後のののの家屋家屋家屋家屋がががが令令令令附則第附則第附則第附則第

12121212条第条第条第条第26262626項項項項にににに規定規定規定規定するするするする基準基準基準基準をををを満満満満たすことたすことたすことたすこと

をををを証証証証するするするする書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなしなしなしな

ければならないければならないければならないければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    略略略略 

⑹⑹⑹⑹    略略略略 

７７７７    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999第第第第4444項項項項のののの高齢者等居住高齢者等居住高齢者等居住高齢者等居住

改修住宅又改修住宅又改修住宅又改修住宅又はははは同条第同条第同条第同条第5555項項項項のののの高齢者等居住高齢者等居住高齢者等居住高齢者等居住
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改修専有部分改修専有部分改修専有部分改修専有部分についてについてについてについて、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定のののの

適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、同条第同条第同条第同条第4444項項項項にににに

規定規定規定規定するするするする居住安全改修工事居住安全改修工事居住安全改修工事居住安全改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日

からからからから3333月以内月以内月以内月以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載しししし

たたたた申告書申告書申告書申告書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第8888項各号項各号項各号項各号

にににに掲掲掲掲げるげるげるげる書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなしなしなしな

ければならないければならないければならないければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第21212121項項項項にににに掲掲掲掲げるげるげるげる者者者者にににに該該該該

当当当当するするするする者者者者のののの住所住所住所住所、、、、氏名及氏名及氏名及氏名及びびびび当該者当該者当該者当該者がががが同同同同

項各号項各号項各号項各号のいずれにのいずれにのいずれにのいずれに該当該当該当該当するかのするかのするかのするかの別別別別 

⑸⑸⑸⑸    略略略略 

⑹⑹⑹⑹    居住安全改修工事居住安全改修工事居住安全改修工事居住安全改修工事にににに要要要要したしたしたした費用並費用並費用並費用並びびびび

にににに令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第22222222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする補助補助補助補助

金等金等金等金等、、、、居宅介護住宅改修費及居宅介護住宅改修費及居宅介護住宅改修費及居宅介護住宅改修費及びびびび介護予介護予介護予介護予

防住宅改修費防住宅改修費防住宅改修費防住宅改修費 

⑺⑺⑺⑺    略略略略 

８８８８    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999第第第第9999項項項項のののの熱損失防止改熱損失防止改熱損失防止改熱損失防止改

修住宅又修住宅又修住宅又修住宅又はははは同条第同条第同条第同条第10101010項項項項のののの熱損失防止改修熱損失防止改修熱損失防止改修熱損失防止改修

専有部分専有部分専有部分専有部分についてについてについてについて、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用

をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、同条第同条第同条第同条第9999項項項項にににに規定規定規定規定

するするするする熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日かかかか

らららら3333月以月以月以月以内内内内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした

申告書申告書申告書申告書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第9999項各号項各号項各号項各号にににに

掲掲掲掲げるげるげるげる書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなけしなけしなけしなけ

ればならないればならないればならないればならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事にににに要要要要したしたしたした費用及費用及費用及費用及

改修専有部分改修専有部分改修専有部分改修専有部分についてについてについてについて、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定のののの

適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、同条第同条第同条第同条第4444項項項項にににに

規定規定規定規定するするするする居住安全改修工事居住安全改修工事居住安全改修工事居住安全改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日

からからからから3333月以内月以内月以内月以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載しししし

たたたた申告書申告書申告書申告書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第9999項各号項各号項各号項各号

にににに掲掲掲掲げるげるげるげる書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなしなしなしな

ければならないければならないければならないければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第30303030項項項項にににに掲掲掲掲げるげるげるげる者者者者にににに該該該該

当当当当するするするする者者者者のののの住所住所住所住所、、、、氏名及氏名及氏名及氏名及びびびび当該者当該者当該者当該者がががが同同同同

項各号項各号項各号項各号のいずれにのいずれにのいずれにのいずれに該当該当該当該当するかのするかのするかのするかの別別別別 

⑸⑸⑸⑸    略略略略 

⑹⑹⑹⑹    居住安全改修工事居住安全改修工事居住安全改修工事居住安全改修工事にににに要要要要したしたしたした費用並費用並費用並費用並びびびび

にににに令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第31313131項項項項にににに規定規定規定規定するするするする補助補助補助補助

金等金等金等金等、、、、居宅介護住宅改修費及居宅介護住宅改修費及居宅介護住宅改修費及居宅介護住宅改修費及びびびび介護予介護予介護予介護予

防住宅改修費防住宅改修費防住宅改修費防住宅改修費 

⑺⑺⑺⑺    略略略略 

８８８８    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999第第第第9999項項項項のののの熱損失防止改熱損失防止改熱損失防止改熱損失防止改

修住宅又修住宅又修住宅又修住宅又はははは同条第同条第同条第同条第10101010項項項項のののの熱損失防止改修熱損失防止改修熱損失防止改修熱損失防止改修

専有部分専有部分専有部分専有部分についてについてについてについて、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用

をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、同条第同条第同条第同条第9999項項項項にににに規定規定規定規定

するするするする熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日かかかか

らららら3333月以内月以内月以内月以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした

申告書申告書申告書申告書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第10101010項各号項各号項各号項各号

にににに掲掲掲掲げるげるげるげる書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなしなしなしな

ければならないければならないければならないければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事にににに要要要要したしたしたした費用及費用及費用及費用及



19191919    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

びびびび令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第29292929項項項項にににに規定規定規定規定するするするする補助補助補助補助

金等金等金等金等 

⑹⑹⑹⑹    略略略略 

９９９９    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999のののの2222第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする

特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅についてについてについてについて、、、、同項同項同項同項のののの

規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、当該当該当該当該

特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅にににに係係係係るるるる耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修がががが

完了完了完了完了したしたしたした日日日日からからからから3333月以内月以内月以内月以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事事事事

項項項項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告書申告書申告書申告書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777

条第条第条第条第10101010項各号項各号項各号項各号にににに規定規定規定規定するするするする書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして

市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    略略略略 

⑹⑹⑹⑹    略略略略 

10101010    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999のののの2222第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定するするするする

特定熱損失防止改修住宅又特定熱損失防止改修住宅又特定熱損失防止改修住宅又特定熱損失防止改修住宅又はははは同条第同条第同条第同条第5555項項項項

にににに規定規定規定規定するするするする特定熱損失防止改修住宅専有特定熱損失防止改修住宅専有特定熱損失防止改修住宅専有特定熱損失防止改修住宅専有

部分部分部分部分についてについてについてについて、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受

けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999第第第第9999

項項項項にににに規定規定規定規定するするするする熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事がががが完了完了完了完了

したしたしたした日日日日からからからから3333月以内月以内月以内月以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを

記載記載記載記載したしたしたした申告書申告書申告書申告書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第

11111111項各号項各号項各号項各号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに

提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事にににに要要要要したしたしたした費用及費用及費用及費用及

びびびび令令令令附則附則附則附則第第第第12121212条第条第条第条第29292929項項項項にににに規定規定規定規定するするするする補助補助補助補助

びびびび令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第38383838項項項項にににに規定規定規定規定するするするする補助補助補助補助

金等金等金等金等 

⑹⑹⑹⑹    略略略略 

９９９９    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999のののの2222第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする

特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅についてについてについてについて、、、、同項同項同項同項のののの

規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようけようけようけようとするとするとするとする者者者者はははは、、、、当該当該当該当該

特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅特定耐震基準適合住宅にににに係係係係るるるる耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修がががが

完了完了完了完了したしたしたした日日日日からからからから3333月以内月以内月以内月以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事事事事

項項項項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告書申告書申告書申告書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777

条第条第条第条第11111111項各号項各号項各号項各号にににに規定規定規定規定するするするする書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして

市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    略略略略 

⑹⑹⑹⑹    略略略略 

10101010    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999のののの2222第第第第4444項項項項にににに規定規定規定規定するするするする

特定熱損失防止改修住宅又特定熱損失防止改修住宅又特定熱損失防止改修住宅又特定熱損失防止改修住宅又はははは同条第同条第同条第同条第5555項項項項

にににに規定規定規定規定するするするする特定熱損失防止改修住宅専有特定熱損失防止改修住宅専有特定熱損失防止改修住宅専有特定熱損失防止改修住宅専有

部分部分部分部分についてについてについてについて、、、、これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受

けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの9999第第第第9999

項項項項にににに規定規定規定規定するするするする熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事がががが完了完了完了完了

したしたしたした日日日日からからからから3333月以内月以内月以内月以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを

記記記記載載載載したしたしたした申告書申告書申告書申告書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第

12121212項各号項各号項各号項各号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに

提出提出提出提出しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事熱損失防止改修工事にににに要要要要したしたしたした費用及費用及費用及費用及

びびびび令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第38383838項項項項にににに規定規定規定規定するするするする補助補助補助補助



20202020    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

金等金等金等金等 

⑹⑹⑹⑹    略略略略     

11111111    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの10101010第第第第1111項項項項のののの耐震基準適耐震基準適耐震基準適耐震基準適

合家屋合家屋合家屋合家屋についてについてについてについて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受

けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、当該耐震基準適合家当該耐震基準適合家当該耐震基準適合家当該耐震基準適合家

屋屋屋屋にににに係係係係るるるる耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日からからからから3333月月月月

以内以内以内以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告申告申告申告

書書書書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第13131313項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる補助補助補助補助にににに係係係係るるるる補助金確定通知書補助金確定通知書補助金確定通知書補助金確定通知書のののの写写写写しししし、、、、

建築物建築物建築物建築物のののの耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律法律法律法律

（（（（平成平成平成平成7777年法律第年法律第年法律第年法律第123123123123号号号号））））第第第第7777条又条又条又条又はははは附則第附則第附則第附則第

3333条第条第条第条第1111項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる報告報告報告報告のののの写写写写しししし及及及及びびびび当当当当

該耐震改修後該耐震改修後該耐震改修後該耐震改修後のののの家屋家屋家屋家屋がががが令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第17171717

項項項項にににに規定規定規定規定するするするする基準基準基準基準をををを満満満満たすことをたすことをたすことをたすことを証証証証するするするする

書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければなしなければなしなければなしなければな

らないらないらないらない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第13131313項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる補助補助補助補助のののの算定算定算定算定のののの基礎基礎基礎基礎となったとなったとなったとなった当該耐震当該耐震当該耐震当該耐震

基準適合家屋基準適合家屋基準適合家屋基準適合家屋にににに係係係係るるるる耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修にににに要要要要したしたしたした

費用費用費用費用 

⑹⑹⑹⑹    略略略略 

12121212    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの11111111第第第第1111項項項項（（（（固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに

関関関関するするするする部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）のののの改修実演芸術公演改修実演芸術公演改修実演芸術公演改修実演芸術公演

施設施設施設施設についてについてについてについて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けけけけ

ようとするようとするようとするようとする者者者者はははは、、、、同項同項同項同項にににに規定規定規定規定するするするする利便性利便性利便性利便性

等向上改修工事等向上改修工事等向上改修工事等向上改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日からからからから3333月以月以月以月以

内内内内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる次項次項次項次項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告書申告書申告書申告書

にににに高齢者高齢者高齢者高齢者、、、、障害者等障害者等障害者等障害者等のののの移動等移動等移動等移動等のののの円滑化円滑化円滑化円滑化のののの

促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律施行規則法律施行規則法律施行規則法律施行規則（（（（平成平成平成平成18181818年国年国年国年国

金等金等金等金等 

⑹⑹⑹⑹    略略略略     

11111111    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの10101010第第第第1111項項項項のののの耐震基準適耐震基準適耐震基準適耐震基準適

合家屋合家屋合家屋合家屋についてについてについてについて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受

けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、当該耐震基準適合家当該耐震基準適合家当該耐震基準適合家当該耐震基準適合家

屋屋屋屋にににに係係係係るるるる耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日からからからから3333月月月月

以内以内以内以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事項事項事項事項をををを記載記載記載記載したしたしたした申告申告申告申告

書書書書にににに施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第14141414項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる補助補助補助補助にににに係係係係るるるる補助金確定通知書補助金確定通知書補助金確定通知書補助金確定通知書のののの写写写写しししし、、、、

建築物建築物建築物建築物のののの耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律法律法律法律

（（（（平成平成平成平成7777年法律第年法律第年法律第年法律第123123123123号号号号））））第第第第7777条又条又条又条又はははは附則第附則第附則第附則第

3333条第条第条第条第1111項項項項のののの規定規定規定規定によるによるによるによる報告報告報告報告のののの写写写写しししし及及及及びびびび当当当当

該耐震改修後該耐震改修後該耐震改修後該耐震改修後のののの家屋家屋家屋家屋がががが令令令令附則第附則第附則第附則第12121212条第条第条第条第26262626

項項項項にににに規定規定規定規定するするするする基準基準基準基準をををを満満満満たすことをたすことをたすことをたすことを証証証証するするするする

書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければなしなければなしなければなしなければな

らないらないらないらない。。。。 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    施行規則施行規則施行規則施行規則附則第附則第附則第附則第7777条第条第条第条第14141414項項項項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる補助補助補助補助のののの算定算定算定算定のののの基礎基礎基礎基礎となったとなったとなったとなった当該耐震当該耐震当該耐震当該耐震

基準適合家屋基準適合家屋基準適合家屋基準適合家屋にににに係係係係るるるる耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修にににに要要要要したしたしたした

費用費用費用費用 

⑹⑹⑹⑹    略略略略 

 

 

 

 

 

 

 

 



21212121    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

土交通省令第土交通省令第土交通省令第土交通省令第110110110110号号号号））））第第第第11110000条第条第条第条第2222項項項項にににに規定規定規定規定

するするするする通知書通知書通知書通知書のののの写写写写しししし及及及及びびびび主主主主としてとしてとしてとして劇場劇場劇場劇場、、、、音音音音

楽堂等楽堂等楽堂等楽堂等のののの活性化活性化活性化活性化にににに関関関関するするするする法律法律法律法律（（（（平成平成平成平成24242424年年年年

法律第法律第法律第法律第49494949号号号号））））第第第第2222条第条第条第条第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする実演実演実演実演

芸術芸術芸術芸術のののの公演公演公演公演のののの用用用用にににに供供供供するするするする施設施設施設施設であるであるであるである旨旨旨旨をををを

証証証証するするするする書類書類書類書類をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなけしなけしなけしなけ

ればならないればならないればならないればならない。。。。 

    ⑴⑴⑴⑴    納税義務者納税義務者納税義務者納税義務者のののの住所住所住所住所、、、、氏名又氏名又氏名又氏名又はははは名称及名称及名称及名称及

びびびび個人番号又個人番号又個人番号又個人番号又はははは法人番号法人番号法人番号法人番号（（（（個人番号又個人番号又個人番号又個人番号又

はははは法人番号法人番号法人番号法人番号をををを有有有有しないしないしないしない者者者者にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、

住所及住所及住所及住所及びびびび氏名又氏名又氏名又氏名又はははは名称名称名称名称）））） 

    ⑵⑵⑵⑵    家屋家屋家屋家屋のののの所在所在所在所在、、、、家屋番号家屋番号家屋番号家屋番号、、、、種類種類種類種類、、、、構造構造構造構造

及及及及びびびび床面積床面積床面積床面積 

    ⑶⑶⑶⑶    家屋家屋家屋家屋がががが高齢者高齢者高齢者高齢者、、、、障害者等障害者等障害者等障害者等のののの移動等移動等移動等移動等のののの

円滑化円滑化円滑化円滑化のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律施行令法律施行令法律施行令法律施行令（（（（平平平平

成成成成18181818年政令第年政令第年政令第年政令第379379379379号号号号））））第第第第5555条第条第条第条第3333号号号号にににに規定規定規定規定

するするするする劇場若劇場若劇場若劇場若しくはしくはしくはしくは演芸場又演芸場又演芸場又演芸場又はははは同条第同条第同条第同条第4444

号号号号にににに規定規定規定規定するするするする集会場若集会場若集会場若集会場若しくはしくはしくはしくは公会堂公会堂公会堂公会堂のののの

いずれにいずれにいずれにいずれに該当該当該当該当するかのするかのするかのするかの別別別別 

    ⑷⑷⑷⑷    家屋家屋家屋家屋のののの建築年月日及建築年月日及建築年月日及建築年月日及びびびび登記年月日登記年月日登記年月日登記年月日 

    ⑸⑸⑸⑸    利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした年年年年

月日月日月日月日 

    ⑹⑹⑹⑹    利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日

からからからから3333月月月月をををを経過経過経過経過したしたしたした後後後後にににに申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出

するするするする場合場合場合場合にはにはにはには、、、、3333月以内月以内月以内月以内にににに提出提出提出提出することすることすることすること

ができなかったができなかったができなかったができなかった理由理由理由理由 

（（（（土地土地土地土地にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの特特特特

例例例例にににに関関関関するするするする用語用語用語用語のののの意義意義意義意義）））） 

第第第第9999条条条条    略略略略 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（（（土地土地土地土地にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの特特特特

例例例例にににに関関関関すすすするるるる用語用語用語用語のののの意義意義意義意義）））） 

第第第第9999条条条条    略略略略 

⑴⑴⑴⑴    略略略略 

⑵⑵⑵⑵    略略略略 

⑶⑶⑶⑶    略略略略 



22222222    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    略略略略 

⑹⑹⑹⑹    前年度分前年度分前年度分前年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額    

法附則第法附則第法附則第法附則第18181818条第条第条第条第6666項項項項（（（（附則第附則第附則第附則第11111111条条条条のののの場合場合場合場合

にはにはにはには、、、、法附則第法附則第法附則第法附則第19191919条第条第条第条第2222項項項項においてにおいてにおいてにおいて準用準用準用準用

するするするする法附則第法附則第法附則第法附則第18181818条第条第条第条第6666項項項項）））） 

⑺⑺⑺⑺    略略略略 

（（（（平成平成平成平成31313131年度又年度又年度又年度又はははは平成平成平成平成32323232年度年度年度年度におけるにおけるにおけるにおける土地土地土地土地

のののの価格価格価格価格のののの特例特例特例特例）））） 

第第第第9999条条条条のののの2222    市市市市のののの区域内区域内区域内区域内のののの自然的及自然的及自然的及自然的及びびびび社会的社会的社会的社会的

条件条件条件条件からみてからみてからみてからみて類似類似類似類似のののの利用価値利用価値利用価値利用価値をををを有有有有するとするとするとすると

認認認認められるめられるめられるめられる地域地域地域地域においてにおいてにおいてにおいて地価地価地価地価がががが下落下落下落下落しししし、、、、

かつかつかつかつ、、、、市長市長市長市長がががが土地土地土地土地のののの修正前修正前修正前修正前のののの価格価格価格価格（（（（法附法附法附法附

則第則第則第則第17171717条条条条のののの2222第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする修正前修正前修正前修正前のののの価価価価

格格格格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）をををを当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの

課税標準課税標準課税標準課税標準とすることがとすることがとすることがとすることが固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税課税課税課税

上著上著上著上著しくしくしくしく均衡均衡均衡均衡をををを失失失失するとするとするとすると認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合におにおにおにお

けるけるけるける当該土地当該土地当該土地当該土地にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税

のののの課税標準課税標準課税標準課税標準はははは、、、、第第第第36363636条条条条のののの2222のののの規定規定規定規定にかかわにかかわにかかわにかかわ

らずらずらずらず、、、、平成平成平成平成31313131年度分又年度分又年度分又年度分又はははは平成平成平成平成32323232年度分年度分年度分年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに限限限限りりりり、、、、当該土地当該土地当該土地当該土地のののの修正価格修正価格修正価格修正価格

（（（（法附則第法附則第法附則第法附則第17171717条条条条のののの2222第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする修正修正修正修正

価格価格価格価格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）でででで土地課税台帳等土地課税台帳等土地課税台帳等土地課税台帳等にににに登録登録登録登録ささささ

れたものとするれたものとするれたものとするれたものとする。。。。 

２２２２    法附則第法附則第法附則第法附則第17171717条条条条のののの2222第第第第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする平成平成平成平成

31313131年度適用土地年度適用土地年度適用土地年度適用土地又又又又はははは平成平成平成平成31313131年度類似適用年度類似適用年度類似適用年度類似適用

土地土地土地土地であってであってであってであって、、、、平成平成平成平成32323232年度分年度分年度分年度分のののの固定資産固定資産固定資産固定資産

税税税税についてについてについてについて前項前項前項前項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けないけないけないけない

こととなるものにこととなるものにこととなるものにこととなるものに対対対対してしてしてして課課課課するするするする同年度分同年度分同年度分同年度分

のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準はははは、、、、第第第第36363636条条条条のののの2222

のののの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、修正修正修正修正されたされたされたされた価格価格価格価格（（（（法法法法

附則第附則第附則第附則第17171717条条条条のののの2222第第第第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする修正修正修正修正されされされされ

たたたた価格価格価格価格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）でででで土地課税台帳等土地課税台帳等土地課税台帳等土地課税台帳等にににに登録登録登録登録

⑷⑷⑷⑷    略略略略 

⑸⑸⑸⑸    略略略略 

⑹⑹⑹⑹    前年度分前年度分前年度分前年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額    

法附則第法附則第法附則第法附則第18181818条第条第条第条第6666項項項項（（（（附則第附則第附則第附則第11111111条条条条のののの場合場合場合場合

にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、法附則第法附則第法附則第法附則第19191919条第条第条第条第2222項項項項においにおいにおいにおい

てててて準用準用準用準用するするするする法附則第法附則第法附則第法附則第18181818条第条第条第条第6666項項項項）））） 

⑺⑺⑺⑺    略略略略 

（（（（平成平成平成平成28282828年度又年度又年度又年度又はははは平成平成平成平成29292929年度年度年度年度におけるにおけるにおけるにおける土地土地土地土地

のののの価格価格価格価格のののの特例特例特例特例）））） 

第第第第9999条条条条のののの2222    市市市市のののの区域内区域内区域内区域内のののの自然的及自然的及自然的及自然的及びびびび社会的社会的社会的社会的

条件条件条件条件からみてからみてからみてからみて類似類似類似類似のののの利用価値利用価値利用価値利用価値をををを有有有有するとするとするとすると

認認認認められるめられるめられるめられる地域地域地域地域においてにおいてにおいてにおいて地価地価地価地価がががが下落下落下落下落しししし、、、、

かつかつかつかつ、、、、市長市長市長市長がががが土地土地土地土地のののの修正前修正前修正前修正前のののの価格価格価格価格（（（（法附法附法附法附

則第則第則第則第17171717条条条条のののの2222第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする修正前修正前修正前修正前のののの価価価価

格格格格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）をををを当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの

課課課課税標準税標準税標準税標準とすることがとすることがとすることがとすることが固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税課税課税課税

上著上著上著上著しくしくしくしく均衡均衡均衡均衡をををを失失失失するとするとするとすると認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合におにおにおにお

けるけるけるける当該土地当該土地当該土地当該土地にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税

のののの課税標準課税標準課税標準課税標準はははは、、、、第第第第36363636条条条条のののの2222のののの規定規定規定規定にかかわにかかわにかかわにかかわ

らずらずらずらず、、、、平成平成平成平成28282828年度分又年度分又年度分又年度分又はははは平成平成平成平成29292929年度分年度分年度分年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに限限限限りりりり、、、、当該土地当該土地当該土地当該土地のののの修正価格修正価格修正価格修正価格

（（（（法附則第法附則第法附則第法附則第17171717条条条条のののの2222第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする修正修正修正修正

価格価格価格価格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）でででで土地課税台帳等土地課税台帳等土地課税台帳等土地課税台帳等にににに登録登録登録登録ささささ

れたものとするれたものとするれたものとするれたものとする。。。。 

２２２２    法附則第法附則第法附則第法附則第17171717条条条条のののの2222第第第第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする平成平成平成平成

28282828年度適用土地年度適用土地年度適用土地年度適用土地又又又又はははは平成平成平成平成28282828年度類似適用年度類似適用年度類似適用年度類似適用

土地土地土地土地であってであってであってであって、、、、平成平成平成平成29292929年度分年度分年度分年度分のののの固定資産固定資産固定資産固定資産

税税税税についてについてについてについて前項前項前項前項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けないけないけないけない

こととなるものにこととなるものにこととなるものにこととなるものに対対対対してしてしてして課課課課するするするする同年度分同年度分同年度分同年度分

のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準はははは、、、、第第第第36363636条条条条のののの2222

のののの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、修正修正修正修正されたされたされたされた価格価格価格価格（（（（法法法法

附則第附則第附則第附則第17171717条条条条のののの2222第第第第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする修正修正修正修正されされされされ

たたたた価格価格価格価格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）でででで土地課税台帳等土地課税台帳等土地課税台帳等土地課税台帳等にににに登録登録登録登録



23232323    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

されたものとするされたものとするされたものとするされたものとする。。。。 

（（（（宅地等宅地等宅地等宅地等にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平平平平

成成成成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの

特例特例特例特例）））） 

第第第第10101010条条条条    宅地等宅地等宅地等宅地等にににに係係係係るるるる平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの額額額額

はははは、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定固定固定固定

資産税額資産税額資産税額資産税額がががが、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等のののの当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税

のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額にににに、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該当該当該当該

年度分年度分年度分年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべとなるべとなるべとなるべ

きききき価格価格価格価格（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定固定固定固定

資産税資産税資産税資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333のののの2222のののの規定規定規定規定

のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当当当当

該価格該価格該価格該価格にににに同条同条同条同条にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた

額額額額。。。。以下以下以下以下このこのこのこの条条条条においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）にににに100100100100分分分分

のののの5555をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額をををを加算加算加算加算したしたしたした額額額額（（（（当該宅当該宅当該宅当該宅

地等地等地等地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて

法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515

条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等

であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに

定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等

にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標課税標課税標課税標

準準準準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固定固定固定固定

資産税額資産税額資産税額資産税額（（（（以下以下以下以下「「「「宅地等調整固定資産税宅地等調整固定資産税宅地等調整固定資産税宅地等調整固定資産税

額額額額」」」」というというというという。）。）。）。）をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該宅当該宅当該宅当該宅

地等調整固定資産税額地等調整固定資産税額地等調整固定資産税額地等調整固定資産税額とするとするとするとする。。。。 

２２２２    前項前項前項前項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等にににに

係係係係るるるる平成平成平成平成33330000年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額はははは、、、、当当当当

該宅地等調整固定資産税該宅地等調整固定資産税該宅地等調整固定資産税該宅地等調整固定資産税がががが、、、、当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地

等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格にににに10101010分分分分のののの6666をををを乗乗乗乗じてじてじてじて

されたものとするされたものとするされたものとするされたものとする。。。。 

（（（（宅地等宅地等宅地等宅地等にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平平平平

成成成成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの

特例特例特例特例）））） 

第第第第10101010条条条条    宅地等宅地等宅地等宅地等にににに係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの額額額額

はははは、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定固定固定固定

資産税額資産税額資産税額資産税額がががが、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等のののの当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税

のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額にににに、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該当該当該当該

年度分年度分年度分年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準ととととなるべなるべなるべなるべ

きききき価格価格価格価格（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定固定固定固定

資産税資産税資産税資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333のののの2222のののの規定規定規定規定

のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当当当当

該価格該価格該価格該価格にににに同条同条同条同条にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた

額額額額。。。。以下以下以下以下このこのこのこの条条条条においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。）。）。）。）にににに100100100100分分分分

のののの5555をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額をををを加算加算加算加算したしたしたした額額額額（（（（当該宅当該宅当該宅当該宅

地等地等地等地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて

法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515

条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等

であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに

定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等

にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標課税標課税標課税標

準準準準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固定固定固定固定

資産税額資産税額資産税額資産税額（（（（以下以下以下以下「「「「宅地等宅地等宅地等宅地等調整固定資産税調整固定資産税調整固定資産税調整固定資産税

額額額額」」」」というというというという。）。）。）。）をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該宅当該宅当該宅当該宅

地等調整固定資産税額地等調整固定資産税額地等調整固定資産税額地等調整固定資産税額とするとするとするとする。。。。 

２２２２    前項前項前項前項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等にににに

係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額はははは、、、、当当当当

該宅地等調整固定資産税該宅地等調整固定資産税該宅地等調整固定資産税該宅地等調整固定資産税がががが、、、、当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地

等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格にににに10101010分分分分のののの6666をををを乗乗乗乗じてじてじてじて
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得得得得たたたた額額額額（（（（当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固固固固

定資産税定資産税定資産税定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333又又又又はははは法附法附法附法附

則第則第則第則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適適適適

用用用用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該当該当該当該

額額額額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得

たたたた額額額額））））をををを当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分

のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額とととと

したしたしたした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固定資産税額固定資産税額固定資産税額固定資産税額をををを超超超超えるえるえるえる

場合場合場合場合にはにはにはには、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当当当当

該固該固該固該固定資産税額定資産税額定資産税額定資産税額とするとするとするとする。。。。 

３３３３    第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等にににに

係係係係るるるる平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額はははは、、、、当当当当

該宅地等調整固定資産税額該宅地等調整固定資産税額該宅地等調整固定資産税額該宅地等調整固定資産税額がががが、、、、当該宅地当該宅地当該宅地当該宅地

等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格にににに10101010分分分分のののの2222をををを乗乗乗乗じてじてじてじて

得得得得たたたた額額額額（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定固定固定固定

資産税資産税資産税資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333又又又又はははは法附則法附則法附則法附則

第第第第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用

をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にににに

これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた

額額額額））））をををを当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固固固固

定資産税定資産税定資産税定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした

場合場合場合場合におけにおけにおけにおけるるるる固定資産税額固定資産税額固定資産税額固定資産税額にににに満満満満たないたないたないたない場場場場

合合合合にはにはにはには、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当該当該当該当該

固定資産税額固定資産税額固定資産税額固定資産税額とするとするとするとする。。。。 

４４４４    商業地等商業地等商業地等商業地等のうちのうちのうちのうち当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年当該年当該年当該年

度度度度のののの負担水準負担水準負担水準負担水準がががが0.60.60.60.6以上以上以上以上0.70.70.70.7以下以下以下以下のものにのものにのものにのものに

係係係係るるるる平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの額額額額はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定

にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの固定資固定資固定資固定資

産税産税産税産税のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額（（（（当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等がががが当該当該当該当該

得得得得たたたた額額額額（（（（当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固固固固

定資産税定資産税定資産税定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333又又又又はははは法附法附法附法附

則第則第則第則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適適適適

用用用用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該当該当該当該

額額額額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得

たたたた額額額額））））をををを当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分

のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額とととと

したしたしたした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固定資産税額固定資産税額固定資産税額固定資産税額をををを超超超超えるえるえるえる

場合場合場合場合にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定にかかわらにかかわらにかかわらにかかわら

ずずずず、、、、当該固定資産税額当該固定資産税額当該固定資産税額当該固定資産税額とするとするとするとする。。。。 

３３３３    第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等にににに

係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額宅地等調整固定資産税額はははは、、、、当当当当

該宅地等調整固定資産税額該宅地等調整固定資産税額該宅地等調整固定資産税額該宅地等調整固定資産税額がががが、、、、当該宅地当該宅地当該宅地当該宅地

等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格にににに10101010分分分分のののの2222をををを乗乗乗乗じてじてじてじて

得得得得たたたた額額額額（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定固定固定固定

資産税資産税資産税資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333又又又又はははは法附則法附則法附則法附則

第第第第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用

をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等でででであるときはあるときはあるときはあるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にににに

これらのこれらのこれらのこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた

額額額額））））をををを当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固固固固

定資産税定資産税定資産税定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした

場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固定資産税額固定資産税額固定資産税額固定資産税額にににに満満満満たないたないたないたない場場場場

合合合合にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、

当該固定資産税額当該固定資産税額当該固定資産税額当該固定資産税額とするとするとするとする。。。。 

４４４４    商業地等商業地等商業地等商業地等のうちのうちのうちのうち当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年当該年当該年当該年

度度度度のののの負担水準負担水準負担水準負担水準がががが0.60.60.60.6以上以上以上以上0.70.70.70.7以下以下以下以下のものにのものにのものにのものに

係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの額額額額はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定

にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの固定資固定資固定資固定資

産税産税産税産税のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額（（（（当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等がががが当該当該当該当該
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年度分年度分年度分年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条

のののの3333又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までまでまでまで

のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等であるとであるとであるとであると

きはきはきはきは、、、、前年度分前年度分前年度分前年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準

額額額額にこれらにこれらにこれらにこれらのののの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得

たたたた額額額額））））をををを当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分

のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額とととと

したしたしたした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固定資産税額固定資産税額固定資産税額固定資産税額（（（（以下以下以下以下「「「「商商商商

業地等据置固定資産税額業地等据置固定資産税額業地等据置固定資産税額業地等据置固定資産税額」」」」というというというという。）。）。）。）とすとすとすとす

るるるる。。。。 

５５５５    商業地等商業地等商業地等商業地等のうちのうちのうちのうち当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年当該年当該年当該年

度度度度のののの負担水準負担水準負担水準負担水準がががが0.70.70.70.7をををを超超超超えるものにえるものにえるものにえるものに係係係係るるるる

平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度各年度各年度各年度

分分分分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの額額額額はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定にかにかにかにか

かわらずかわらずかわらずかわらず、、、、当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価価価価

格格格格にににに10101010分分分分のののの7777をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額（（（（当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地

等等等等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法法法法

第第第第349349349349条条条条のののの3333又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条

のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等

であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに

定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地

等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固固固固

定資産税額定資産税額定資産税額定資産税額（（（（以下以下以下以下「「「「商業地等調整固定資商業地等調整固定資商業地等調整固定資商業地等調整固定資

産税額産税額産税額産税額」」」」というというというという。）。）。）。）とするとするとするとする。。。。 

（（（（用途変更宅地等用途変更宅地等用途変更宅地等用途変更宅地等にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成30303030年年年年

度度度度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定固定固定固定

資産税資産税資産税資産税のののの経過措置経過措置経過措置経過措置）））） 

第第第第10101010条条条条のののの3333    地方税法等地方税法等地方税法等地方税法等のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする

法律法律法律法律（（（（平成平成平成平成30303030年法律第年法律第年法律第年法律第3333号号号号））））附則第附則第附則第附則第22222222条条条条のののの

規定規定規定規定にににに基基基基づきづきづきづき、、、、平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年年年年

度度度度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についについについについてててて

年度分年度分年度分年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににについてついてついてついて法第法第法第法第349349349349条条条条

のののの3333又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までまでまでまで

のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等であるとであるとであるとであると

きはきはきはきは、、、、当該課税標準額当該課税標準額当該課税標準額当該課税標準額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに

定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地

等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固固固固

定資産税額定資産税額定資産税額定資産税額（（（（以下以下以下以下「「「「商業地等据置固定資商業地等据置固定資商業地等据置固定資商業地等据置固定資

産税額産税額産税額産税額」」」」というというというという。）。）。）。）とするとするとするとする。。。。 

 

５５５５    商業地等商業地等商業地等商業地等のうちのうちのうちのうち当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年当該年当該年当該年

度度度度のののの負担水準負担水準負担水準負担水準がががが0.70.70.70.7をををを超超超超えるものにえるものにえるものにえるものに係係係係るるるる

平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度各年度各年度各年度

分分分分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの額額額額はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定にかにかにかにか

かわらずかわらずかわらずかわらず、、、、当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価価価価

格格格格にににに10101010分分分分のののの7777をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額（（（（当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地

等等等等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法法法法

第第第第349349349349条条条条のののの3333又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条

のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等

であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに

定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地

等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固固固固

定資産税額定資産税額定資産税額定資産税額（（（（以下以下以下以下「「「「商業地等調整固定資商業地等調整固定資商業地等調整固定資商業地等調整固定資

産税額産税額産税額産税額」」」」というというというという。）。）。）。）とするとするとするとする。。。。 

（（（（用途変更宅地等用途変更宅地等用途変更宅地等用途変更宅地等にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成27272727年年年年

度度度度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定固定固定固定

資産税資産税資産税資産税のののの経過措置経過措置経過措置経過措置）））） 

第第第第10101010条条条条のののの3333    地方税法等地方税法等地方税法等地方税法等のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする

法律法律法律法律（（（（平成平成平成平成27272727年法律第年法律第年法律第年法律第2222号号号号））））附則第附則第附則第附則第18181818条条条条のののの

規定規定規定規定にににに基基基基づきづきづきづき、、、、平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年年年年

度度度度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて



26262626    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

はははは、、、、法附則第法附則第法附則第法附則第18181818条条条条のののの3333のののの規定規定規定規定をををを適用適用適用適用しないしないしないしない

こととすることとすることとすることとする。。。。 

（（（（農地農地農地農地にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの特特特特

例例例例）））） 

第第第第11111111条条条条    農地農地農地農地にににに係係係係るるるる平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232

年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの額額額額

はははは、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資固定資固定資固定資

産税額産税額産税額産税額がががが、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税

のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額（（（（当該農地当該農地当該農地当該農地がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333又又又又はははは法法法法

附則第附則第附則第附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの

適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける農地農地農地農地であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該課当該課当該課当該課

税標準額税標準額税標準額税標準額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗

じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））にににに、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地のののの当該年度当該年度当該年度当該年度のののの

次次次次のののの表表表表のののの左欄左欄左欄左欄にににに掲掲掲掲げるげるげるげる負担水準負担水準負担水準負担水準のののの区分区分区分区分にににに

応応応応じじじじ、、、、同表同表同表同表のののの右欄右欄右欄右欄にににに掲掲掲掲げるげるげるげる負担調整率負担調整率負担調整率負担調整率をををを

乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額をををを当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額

としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固定資産税額固定資産税額固定資産税額固定資産税額（（（（以下以下以下以下

「「「「農地調整固定資産税額農地調整固定資産税額農地調整固定資産税額農地調整固定資産税額」」」」というというというという。）。）。）。）をををを超超超超

えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該農地調整固定資産税当該農地調整固定資産税当該農地調整固定資産税当該農地調整固定資産税

額額額額とするとするとするとする。。。。 

負担水準負担水準負担水準負担水準のののの区分区分区分区分 負担調整率負担調整率負担調整率負担調整率  

0.90.90.90.9以上以上以上以上のもののもののもののもの 1.0251.0251.0251.025  

0.80.80.80.8以上以上以上以上0.90.90.90.9未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.051.051.051.05  

0.70.70.70.7以上以上以上以上0.80.80.80.8未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.0751.0751.0751.075  

0.70.70.70.7未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.11.11.11.1  

（（（（改修実演芸術公演施設改修実演芸術公演施設改修実演芸術公演施設改修実演芸術公演施設にににに対対対対するするするする都市計画都市計画都市計画都市計画

税税税税のののの減額減額減額減額のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする

者者者者がすべきがすべきがすべきがすべき申告申告申告申告）））） 

第第第第13131313条条条条のののの6666    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条のののの11111111第第第第1111項項項項（（（（都市都市都市都市

はははは、、、、法附則第法附則第法附則第法附則第18181818条条条条のののの3333のののの規定規定規定規定をををを適用適用適用適用しないしないしないしない

こととすることとすることとすることとする。。。。 

（（（（農地農地農地農地にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの特特特特

例例例例）））） 

第第第第11111111条条条条    農地農地農地農地にににに係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929

年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの額額額額

はははは、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資固定資固定資固定資

産税額産税額産税額産税額がががが、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税

のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額（（（（当該農地当該農地当該農地当該農地がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第333349494949条条条条のののの3333又又又又はははは法法法法

附則第附則第附則第附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの

適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける農地農地農地農地であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該課当該課当該課当該課

税標準額税標準額税標準額税標準額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗

じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））にににに、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地のののの当該年度当該年度当該年度当該年度のののの

次次次次のののの表表表表のののの左欄左欄左欄左欄にににに掲掲掲掲げるげるげるげる負担水準負担水準負担水準負担水準のののの区分区分区分区分にににに

応応応応じじじじ、、、、同表同表同表同表のののの右欄右欄右欄右欄にににに掲掲掲掲げるげるげるげる負担調整率負担調整率負担調整率負担調整率をををを

乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額をををを当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額

としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける固定資産税額固定資産税額固定資産税額固定資産税額（（（（以下以下以下以下

「「「「農地調整固定資産税額農地調整固定資産税額農地調整固定資産税額農地調整固定資産税額」」」」というというというという。）。）。）。）をををを超超超超

えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該農地調整固定資産税当該農地調整固定資産税当該農地調整固定資産税当該農地調整固定資産税

額額額額とするとするとするとする。。。。 

負担水準負担水準負担水準負担水準のののの区分区分区分区分 負担調整率負担調整率負担調整率負担調整率 

0.90.90.90.9以上以上以上以上のもののもののもののもの 1.0251.0251.0251.025 

0.80.80.80.8以上以上以上以上0.90.90.90.9未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.051.051.051.05 

0.70.70.70.7以上以上以上以上0.80.80.80.8未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.0751.0751.0751.075 

0.70.70.70.7未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.11.11.11.1 
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改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

計画税計画税計画税計画税にににに関関関関するするするする部分部分部分部分にににに限限限限るるるる。）。）。）。）のののの改修実演改修実演改修実演改修実演

芸術公演施設芸術公演施設芸術公演施設芸術公演施設についてについてについてについて、、、、同項同項同項同項のののの規定規定規定規定のののの適適適適

用用用用をををを受受受受けようとするけようとするけようとするけようとする者者者者はははは、、、、同項同項同項同項にににに規定規定規定規定すすすす

るるるる利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日かかかか

らららら3333月以内月以内月以内月以内にににに、、、、次次次次にににに掲掲掲掲げるげるげるげる次項次項次項次項をををを記載記載記載記載したしたしたした

申告書申告書申告書申告書にににに高齢者高齢者高齢者高齢者、、、、障害者等障害者等障害者等障害者等のののの移動等移動等移動等移動等のののの円円円円

滑化滑化滑化滑化のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律施行規則第法律施行規則第法律施行規則第法律施行規則第10101010条条条条

第第第第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする通知書通知書通知書通知書のののの写写写写しししし及及及及びびびび主主主主とととと

してしてしてして劇場劇場劇場劇場、、、、音楽堂等音楽堂等音楽堂等音楽堂等のののの活性化活性化活性化活性化にににに関関関関するするするする法法法法

律第律第律第律第2222条第条第条第条第2222項項項項にににに規定規定規定規定するするするする実演芸術実演芸術実演芸術実演芸術のののの公演公演公演公演

のののの用用用用にににに供供供供するするするする施設施設施設施設であるであるであるである旨旨旨旨をををを証証証証するするするする書類書類書類書類

をををを添付添付添付添付してしてしてして市長市長市長市長にににに提出提出提出提出しなければならなしなければならなしなければならなしなければならな

いいいい。。。。 

⑴⑴⑴⑴    納税義務者納税義務者納税義務者納税義務者のののの住所住所住所住所、、、、氏名又氏名又氏名又氏名又はははは名称及名称及名称及名称及びびびび

個人番号又個人番号又個人番号又個人番号又はははは法人番号法人番号法人番号法人番号（（（（個人番号又個人番号又個人番号又個人番号又はははは法法法法

人番号人番号人番号人番号をををを有有有有しないしないしないしない者者者者にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、住所及住所及住所及住所及

びびびび氏名又氏名又氏名又氏名又はははは名称名称名称名称）））） 

⑵⑵⑵⑵    家屋家屋家屋家屋のののの所在所在所在所在、、、、家屋番号家屋番号家屋番号家屋番号、、、、種類種類種類種類、、、、構造及構造及構造及構造及

びびびび床面積床面積床面積床面積 

⑶⑶⑶⑶    家屋家屋家屋家屋がががが高齢者高齢者高齢者高齢者、、、、障害者等障害者等障害者等障害者等のののの移動等移動等移動等移動等のののの円円円円

滑化滑化滑化滑化のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする法律施行令第法律施行令第法律施行令第法律施行令第5555条第条第条第条第3333

号号号号にににに規定規定規定規定するするするする劇場若劇場若劇場若劇場若しくはしくはしくはしくは演芸場又演芸場又演芸場又演芸場又はははは同同同同

条第条第条第条第4444号号号号にににに規定規定規定規定するするするする集会場若集会場若集会場若集会場若しくはしくはしくはしくは公会公会公会公会

堂堂堂堂のいずれにのいずれにのいずれにのいずれに該当該当該当該当するかのするかのするかのするかの別別別別 

⑷⑷⑷⑷    家屋家屋家屋家屋のののの建築年月日及建築年月日及建築年月日及建築年月日及びびびび登記年月日登記年月日登記年月日登記年月日 

⑸⑸⑸⑸    利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした年月年月年月年月

日日日日 

⑹⑹⑹⑹    利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事利便性等向上改修工事がががが完了完了完了完了したしたしたした日日日日かかかか

らららら3333月月月月をををを経過経過経過経過したしたしたした後後後後にににに申告書申告書申告書申告書をををを提出提出提出提出するするするする

場合場合場合場合にはにはにはには、、、、3333月以内月以内月以内月以内にににに提出提出提出提出することができすることができすることができすることができ

なかったなかったなかったなかった理由理由理由理由 

（（（（宅地等宅地等宅地等宅地等にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平平平平

成成成成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（（（宅地等宅地等宅地等宅地等にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平平平平

成成成成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの
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改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

特例特例特例特例）））） 

第第第第14141414条条条条    宅地等宅地等宅地等宅地等にににに係係係係るるるる平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの額額額額

はははは、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市都市都市都市

計画税額計画税額計画税額計画税額がががが、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等のののの当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税

のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額にににに、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該当該当該当該

年度分年度分年度分年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべとなるべとなるべとなるべ

きききき価格価格価格価格（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市都市都市都市

計画税計画税計画税計画税についてについてについてについて法第法第法第法第702702702702条条条条のののの3333のののの規定規定規定規定のののの適適適適

用用用用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該価当該価当該価当該価

格格格格にににに同条同条同条同条にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額。。。。以以以以

下同下同下同下同じじじじ。）。）。）。）にににに100100100100分分分分のののの5555をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額をををを加加加加

算算算算したしたしたした額額額額（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固固固固

定資産税定資産税定資産税定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919項項項項

をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの

3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等であであであであ

るときはるときはるときはるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めめめめ

るるるる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係

るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準とととと

なるべきなるべきなるべきなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける都市計画都市計画都市計画都市計画

税額税額税額税額（（（（以下以下以下以下「「「「宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額」」」」

というというというという。）。）。）。）をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等

調整都市計画税額調整都市計画税額調整都市計画税額調整都市計画税額とするとするとするとする。。。。 

２２２２    前項前項前項前項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等にににに

係係係係るるるる平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額はははは、、、、当当当当

該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額がががが、、、、当該商業当該商業当該商業当該商業

地等地等地等地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課課課課

税標準税標準税標準税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格にににに10101010分分分分のののの6666をををを乗乗乗乗じじじじ

てててて得得得得たたたた額額額額（（（（当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919

項項項項をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515

特例特例特例特例）））） 

第第第第14141414条条条条    宅地等宅地等宅地等宅地等にににに係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの額額額額

はははは、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市都市都市都市

計画税額計画税額計画税額計画税額がががが、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等のののの当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税

のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額にににに、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる当該当該当該当該

年度分年度分年度分年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべとなるべとなるべとなるべ

きききき価格価格価格価格（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市都市都市都市

計画税計画税計画税計画税についてについてについてについて法第法第法第法第702702702702条条条条のののの3333のののの規定規定規定規定のののの適適適適

用用用用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該価当該価当該価当該価

格格格格にににに同条同条同条同条にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額。。。。以以以以

下同下同下同下同じじじじ。）。）。）。）にににに100100100100分分分分のののの5555をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額をををを加加加加

算算算算したしたしたした額額額額（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固固固固

定資産税定資産税定資産税定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919項項項項

をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの

3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等であであであであ

るときはるときはるときはるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めめめめ

るるるる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係

るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準とととと

なるべきなるべきなるべきなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける都市計画都市計画都市計画都市計画

税額税額税額税額（（（（以下以下以下以下「「「「宅地等調整都市計宅地等調整都市計宅地等調整都市計宅地等調整都市計画税額画税額画税額画税額」」」」

というというというという。）。）。）。）をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等

調整都市計画税額調整都市計画税額調整都市計画税額調整都市計画税額とするとするとするとする。。。。 

２２２２    前項前項前項前項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等にににに

係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額はははは、、、、当当当当

該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額がががが、、、、当該商業当該商業当該商業当該商業

地等地等地等地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課課課課

税標準税標準税標準税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格にににに10101010分分分分のののの6666をををを乗乗乗乗じじじじ

てててて得得得得たたたた額額額額（（（（当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919

項項項項をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515



29292929    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地商業地商業地商業地

等等等等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定

にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該商業当該商業当該商業当該商業

地等地等地等地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課課課課

税標準税標準税標準税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける

都市計画税額都市計画税額都市計画税額都市計画税額をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、前項前項前項前項のののの

規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当該都市計画税額当該都市計画税額当該都市計画税額当該都市計画税額とととと

するするするする。。。。 

３３３３    第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等にににに

係係係係るるるる平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額はははは、、、、当当当当

該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額がががが、、、、当該宅地当該宅地当該宅地当該宅地

等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格にににに10101010分分分分のののの2222をををを乗乗乗乗じてじてじてじて

得得得得たたたた額額額額（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定固定固定固定

資産税資産税資産税資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919項項項項をををを

除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333

までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等であるであるであるである

ときはときはときはときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる

率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる

当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となとなとなとな

るべきるべきるべきるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税

額額額額にににに満満満満たないたないたないたない場合場合場合場合にはにはにはには、、、、第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定にかにかにかにか

かわらずかわらずかわらずかわらず、、、、当該都市計画税額当該都市計画税額当該都市計画税額当該都市計画税額とするとするとするとする。。。。    

 

４４４４    商業地等商業地等商業地等商業地等のうちのうちのうちのうち当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年当該年当該年当該年

度度度度のののの負担水準負担水準負担水準負担水準がががが0.60.60.60.6以上以上以上以上0.70.70.70.7以下以下以下以下のものにのものにのものにのものに

係係係係るるるる平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの額額額額はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定

にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの都市計都市計都市計都市計

画税画税画税画税のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額（（（（当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等がががが当該当該当該当該

年度分年度分年度分年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条

条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける商業地商業地商業地商業地

等等等等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定

にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該商業当該商業当該商業当該商業

地等地等地等地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課課課課

税標準税標準税標準税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける

都市計画税額都市計画税額都市計画税額都市計画税額をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、

前項前項前項前項のののの規定規定規定規定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当該都市計画当該都市計画当該都市計画当該都市計画

税額税額税額税額とするとするとするとする。。。。 

３３３３    第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等にににに

係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額宅地等調整都市計画税額はははは、、、、当当当当

該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額該宅地等調整都市計画税額がががが、、、、当該宅地当該宅地当該宅地当該宅地

等等等等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税課税課税課税

標準標準標準標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格にににに10101010分分分分のののの2222をををを乗乗乗乗じてじてじてじて

得得得得たたたた額額額額（（（（当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定固定固定固定

資産税資産税資産税資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919項項項項をををを

除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333

までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける宅地等宅地等宅地等宅地等であるであるであるである

ときはときはときはときは、、、、当該額当該額当該額当該額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる

率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））をををを当該宅地等当該宅地等当該宅地等当該宅地等にににに係係係係るるるる

当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となとなとなとな

るべきるべきるべきるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税

額額額額にににに満満満満たないたないたないたない場合場合場合場合にあってはにあってはにあってはにあっては、、、、第第第第1111項項項項のののの規規規規

定定定定にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当該都市計画税額当該都市計画税額当該都市計画税額当該都市計画税額とすとすとすとす

るるるる。。。。 

４４４４    商業地等商業地等商業地等商業地等のうちのうちのうちのうち当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年当該年当該年当該年

度度度度のののの負担水準負担水準負担水準負担水準がががが0.60.60.60.6以上以上以上以上0.70.70.70.7以下以下以下以下のものにのものにのものにのものに

係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各各各各

年度分年度分年度分年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの額額額額はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定

にかかわらずにかかわらずにかかわらずにかかわらず、、、、当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの都市計都市計都市計都市計

画税画税画税画税のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額（（（（当該当該当該当該商業地等商業地等商業地等商業地等がががが当該当該当該当該

年度分年度分年度分年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条



30303030    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

のののの3333（（（（第第第第19191919項項項項をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条

からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けけけけ

るるるる商業地等商業地等商業地等商業地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該課税標準当該課税標準当該課税標準当該課税標準

額額額額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得

たたたた額額額額））））をををを当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分

のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額とととと

したしたしたした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける都市計画税額都市計画税額都市計画税額都市計画税額（（（（以下以下以下以下「「「「商商商商

業地等据置都市計画税額業地等据置都市計画税額業地等据置都市計画税額業地等据置都市計画税額」」」」というというというという。）。）。）。）とすとすとすとす

るるるる。。。。 

５５５５    商業地等商業地等商業地等商業地等のうちのうちのうちのうち当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年当該年当該年当該年

度度度度のののの負担水準負担水準負担水準負担水準がががが0.70.70.70.7をををを超超超超えるものにえるものにえるものにえるものに係係係係るるるる

平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度各年度各年度各年度

分分分分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの額額額額はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定にかにかにかにか

かわらずかわらずかわらずかわらず、、、、当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価価価価

格格格格にににに10101010分分分分のののの7777をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額（（（（当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地

等等等等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法法法法

第第第第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919項項項項をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則法附則法附則法附則

第第第第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用

をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該額当該額当該額当該額

にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた

額額額額））））をををを当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としとしとしとし

たたたた場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける都市計画税額都市計画税額都市計画税額都市計画税額（（（（以下以下以下以下「「「「商商商商

業地等調整都市計画税額業地等調整都市計画税額業地等調整都市計画税額業地等調整都市計画税額」」」」というというというという。）。）。）。）とすとすとすとす

るるるる。。。。 

（（（（用途変更宅地等用途変更宅地等用途変更宅地等用途変更宅地等にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成30303030度度度度

からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計都市計都市計都市計

画税画税画税画税のののの経過措置経過措置経過措置経過措置）））） 

第第第第14141414条条条条のののの2222    地方税法等地方税法等地方税法等地方税法等のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする

法律法律法律法律（（（（平成平成平成平成30303030年法律第年法律第年法律第年法律第3333号号号号））））附則第附則第附則第附則第22222222条条条条のののの

規定規定規定規定にににに基基基基づきづきづきづき、、、、平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年年年年

度度度度までのまでのまでのまでの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税についてについてについてについて

のののの3333（（（（第第第第19191919項項項項をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条

からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けけけけ

るるるる商業地等商業地等商業地等商業地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該課税標準当該課税標準当該課税標準当該課税標準

額額額額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得

たたたた額額額額））））をををを当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分

のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額とととと

したしたしたした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける都市計画税額都市計画税額都市計画税額都市計画税額（（（（以下以下以下以下「「「「商商商商

業地等据置都市計画税額業地等据置都市計画税額業地等据置都市計画税額業地等据置都市計画税額」」」」というというというという。）。）。）。）とすとすとすとす

るるるる。。。。 

５５５５    商業地等商業地等商業地等商業地等のうちのうちのうちのうち当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等のののの当該年当該年当該年当該年

度度度度のののの負担水準負担水準負担水準負担水準がががが0.70.70.70.7をををを超超超超えるものにえるものにえるものにえるものに係係係係るるるる

平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度各年度各年度各年度

分分分分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの額額額額はははは、、、、第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定にかにかにかにか

かわらずかわらずかわらずかわらず、、、、当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度当該年度当該年度当該年度

分分分分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価価価価

格格格格にににに10101010分分分分のののの7777をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額（（（（当該商業地当該商業地当該商業地当該商業地

等等等等がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法法法法

第第第第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919項項項項をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則法附則法附則法附則

第第第第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用

をををを受受受受けるけるけるける商業地等商業地等商業地等商業地等であるときはであるときはであるときはであるときは、、、、当該額当該額当該額当該額

にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた

額額額額））））をををを当該商業地等当該商業地等当該商業地等当該商業地等にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としとしとしとし

たたたた場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける都市計画税額都市計画税額都市計画税額都市計画税額（（（（以下以下以下以下「「「「商商商商

業地等調整都市計画税額業地等調整都市計画税額業地等調整都市計画税額業地等調整都市計画税額」」」」というというというという。）。）。）。）とすとすとすとす

るるるる。。。。 

（（（（用途変更宅地等用途変更宅地等用途変更宅地等用途変更宅地等にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成27272727年年年年

度度度度からからからから平成平成平成平成29292929年年年年度度度度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市都市都市都市

計画税計画税計画税計画税のののの経過措置経過措置経過措置経過措置）））） 

第第第第14141414条条条条のののの2222    地方税法等地方税法等地方税法等地方税法等のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正するするするする

法律法律法律法律（（（（平成平成平成平成27272727年法律第年法律第年法律第年法律第2222号号号号））））附則第附則第附則第附則第18181818条条条条のののの

規定規定規定規定にににに基基基基づきづきづきづき、、、、平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年年年年

度度度度までのまでのまでのまでの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税についてについてについてについて



31313131    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

はははは、、、、法附則第法附則第法附則第法附則第25252525条条条条のののの3333のののの規定規定規定規定をををを適用適用適用適用しないしないしないしない

こととすることとすることとすることとする。。。。 

（（（（農地農地農地農地にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

32323232年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの特特特特

例例例例）））） 

第第第第15151515条条条条    農地農地農地農地にににに係係係係るるるる平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232

年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの額額額額

はははは、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計都市計都市計都市計

画税額画税額画税額画税額がががが、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税

のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額（（（（当該農地当該農地当該農地当該農地がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産固定資産固定資産固定資産税税税税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919

項項項項をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515

条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける農地農地農地農地でででで

あるときはあるときはあるときはあるときは、、、、当該課税標準額当該課税標準額当該課税標準額当該課税標準額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの

規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））にににに、、、、当当当当

該農地該農地該農地該農地のののの当該年度当該年度当該年度当該年度のののの次次次次のののの表表表表のののの左欄左欄左欄左欄にににに掲掲掲掲げげげげ

るるるる負担水準負担水準負担水準負担水準のののの区分区分区分区分にににに応応応応じじじじ、、、、同表同表同表同表のののの右欄右欄右欄右欄にににに

掲掲掲掲げるげるげるげる負担調整率負担調整率負担調整率負担調整率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額をををを当該当該当該当該

農地農地農地農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課課課課

税標準税標準税標準税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける

都市計画税額都市計画税額都市計画税額都市計画税額（（（（以下以下以下以下「「「「農地調整都市計画農地調整都市計画農地調整都市計画農地調整都市計画

税額税額税額税額」」」」というというというという。）。）。）。）をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該当該当該当該

農地調整都市計画税額農地調整都市計画税額農地調整都市計画税額農地調整都市計画税額とするとするとするとする。。。。 

負担水準負担水準負担水準負担水準のののの区分区分区分区分 負担調整率負担調整率負担調整率負担調整率 

0.90.90.90.9以上以上以上以上のもののもののもののもの 1.0251.0251.0251.025 

0.80.80.80.8以上以上以上以上0.90.90.90.9未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.051.051.051.05 

0.70.70.70.7以上以上以上以上0.80.80.80.8未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.0751.0751.0751.075 

0.70.70.70.7未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.11.11.11.1 

（（（（都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに関関関関するするするする読替規定読替規定読替規定読替規定）））） 

第第第第16161616条条条条    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第1111項項項項、、、、第第第第13131313項項項項、、、、第第第第17171717

項項項項、、、、第第第第18181818項項項項、、、、第第第第20202020項項項項からからからから第第第第24242424項項項項までまでまでまで、、、、第第第第

26262626項項項項、、、、第第第第27272727項項項項、、、、第第第第31313131項項項項、、、、第第第第35353535項項項項、、、、第第第第39393939項項項項、、、、

はははは、、、、法附則第法附則第法附則第法附則第25252525条条条条のののの3333のののの規定規定規定規定をををを適用適用適用適用しないしないしないしない

こととすることとすることとすることとする。。。。 

（（（（農地農地農地農地にににに対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成

29292929年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの特特特特

例例例例）））） 

第第第第15151515条条条条    農地農地農地農地にににに係係係係るるるる平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929

年度年度年度年度までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの額額額額

はははは、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計都市計都市計都市計

画税額画税額画税額画税額がががが、、、、当該農地当該農地当該農地当該農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに係係係係るるるる前年度分前年度分前年度分前年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税

のののの課税標準額課税標準額課税標準額課税標準額（（（（当該農地当該農地当該農地当該農地がががが当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税についてについてについてについて法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333（（（（第第第第19191919

項項項項をををを除除除除くくくく。）。）。）。）又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515

条条条条のののの3333までのまでのまでのまでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける農地農地農地農地でででで

あるときはあるときはあるときはあるときは、、、、当該課税標準額当該課税標準額当該課税標準額当該課税標準額にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの

規定規定規定規定にににに定定定定めるめるめるめる率率率率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額））））にににに、、、、当当当当

該農地該農地該農地該農地のののの当該年度当該年度当該年度当該年度のののの次次次次のののの表表表表のののの左欄左欄左欄左欄にににに掲掲掲掲げげげげ

るるるる負担水準負担水準負担水準負担水準のののの区分区分区分区分にににに応応応応じじじじ、、、、同表同表同表同表のののの右欄右欄右欄右欄にににに

掲掲掲掲げるげるげるげる負担調整率負担調整率負担調整率負担調整率をををを乗乗乗乗じてじてじてじて得得得得たたたた額額額額をををを当該当該当該当該

農地農地農地農地にににに係係係係るるるる当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税のののの課課課課

税標準税標準税標準税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき額額額額としたとしたとしたとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける

都市計画税額都市計画税額都市計画税額都市計画税額（（（（以下以下以下以下「「「「農地調整都市計画農地調整都市計画農地調整都市計画農地調整都市計画

税額税額税額税額」」」」というというというという。）。）。）。）をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該当該当該当該

農地調整都市計画税額農地調整都市計画税額農地調整都市計画税額農地調整都市計画税額とするとするとするとする。。。。 

負担水準負担水準負担水準負担水準のののの区分区分区分区分 負担調整率負担調整率負担調整率負担調整率 

0.90.90.90.9以上以上以上以上のもののもののもののもの 1.0251.0251.0251.025 

0.80.80.80.8以上以上以上以上0.90.90.90.9未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.051.051.051.05 

0.70.70.70.7以上以上以上以上0.80.80.80.8未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.0751.0751.0751.075 

0.70.70.70.7未満未満未満未満のもののもののもののもの 1.11.11.11.1 

（（（（都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに関関関関するするするする読替規定読替規定読替規定読替規定）））） 

第第第第16161616条条条条    法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条第条第条第条第1111項項項項、、、、第第第第13131313項項項項、、、、第第第第17171717

項項項項からからからから第第第第24242424項項項項までまでまでまで、、、、第第第第26262626項項項項、、、、第第第第27272727項項項項、、、、第第第第

31313131項項項項、、、、第第第第35353535項項項項、、、、第第第第39393939項項項項、、、、第第第第42424242項項項項、、、、第第第第44444444項項項項



32323232    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

第第第第42424242項項項項、、、、第第第第44444444項若項若項若項若しくはしくはしくはしくは第第第第45454545項項項項、、、、第第第第15151515条条条条

のののの2222第第第第2222項又項又項又項又はははは第第第第15151515条条条条のののの3333のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用がががが

あるあるあるある各年度分各年度分各年度分各年度分のののの都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに限限限限りりりり、、、、第第第第151151151151

条第条第条第条第2222項中項中項中項中「「「「又又又又はははは第第第第34343434項項項項」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは、「、「、「、「若若若若

しくはしくはしくはしくは第第第第34343434項又項又項又項又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515

条条条条のののの3333ままままでででで」」」」とするとするとするとする。。。。 

（（（（特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税のののの課税課税課税課税のののの特例特例特例特例）））） 

第第第第17171717条条条条    附則第附則第附則第附則第10101010条条条条のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用があるがあるがあるがある宅宅宅宅

地等地等地等地等（（（（附則第附則第附則第附則第9999条第条第条第条第2222号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる宅地等宅地等宅地等宅地等をををを

いうものとしいうものとしいうものとしいうものとし、、、、法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333、、、、第第第第349349349349条条条条のののの

3333のののの2222又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333まままま

でのでのでのでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用があるがあるがあるがある宅地等宅地等宅地等宅地等をををを除除除除くくくく。）。）。）。）にににに

対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成30303030年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成32323232年度年度年度年度

までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税についについについについ

てはてはてはては、、、、第第第第138138138138条第条第条第条第1111号中号中号中号中「「「「当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固固固固

定資産税定資産税定資産税定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格」」」」とととと

あるのはあるのはあるのはあるのは、「、「、「、「当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに係係係係

るるるる附則第附則第附則第附則第10101010条条条条にににに規定規定規定規定するするするする課税標準課税標準課税標準課税標準となるとなるとなるとなる

べきべきべきべき額額額額」」」」とするとするとするとする。。。。 

２２２２    法附則第法附則第法附則第法附則第11111111条条条条のののの5555第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする宅地宅地宅地宅地

評価土地評価土地評価土地評価土地のののの取得取得取得取得のうちのうちのうちのうち平成平成平成平成18181818年年年年1111月月月月1111日日日日かかかか

らららら平成平成平成平成33333333年年年年3333月月月月31313131日日日日までのまでのまでのまでの間間間間にされたもにされたもにされたもにされたも

のにのにのにのに対対対対してしてしてして課課課課するするするする特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税についについについについ

てはてはてはては、、、、第第第第138138138138条第条第条第条第2222号中号中号中号中「「「「不動産取得税不動産取得税不動産取得税不動産取得税のののの

課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは「「「「不不不不

動産取得税動産取得税動産取得税動産取得税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格

（（（（法附則第法附則第法附則第法附則第11111111条条条条のののの5555第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用がががが

ないものとしたないものとしたないものとしたないものとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける課税標準課税標準課税標準課税標準とととと

なるべきなるべきなるべきなるべき価格価格価格価格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）にににに2222分分分分のののの1111をををを乗乗乗乗じてじてじてじて

得得得得たたたた額額額額」」」」としとしとしとし、「、「、「、「令第令第令第令第54545454条条条条のののの38383838第第第第1111項項項項にににに規規規規

定定定定するするするする価格価格価格価格」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは「「「「令第令第令第令第54545454条条条条のののの38383838

第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする価格価格価格価格（（（（法附則第法附則第法附則第法附則第11111111条条条条のののの5555

第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用ががががないものとしたないものとしたないものとしたないものとした場場場場

若若若若しくはしくはしくはしくは第第第第45454545項項項項、、、、第第第第15151515条条条条のののの2222第第第第2222項又項又項又項又はははは第第第第

15151515条条条条のののの3333のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用があるがあるがあるがある各年度分各年度分各年度分各年度分のののの

都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税にににに限限限限りりりり、、、、第第第第151151151151条第条第条第条第2222項中項中項中項中「「「「又又又又

はははは第第第第34343434項項項項」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは、「、「、「、「若若若若しくはしくはしくはしくは第第第第34343434

項項項項又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333までまでまでまで」」」」

とするとするとするとする。。。。 

（（（（特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税のののの課税課税課税課税のののの特例特例特例特例）））） 

第第第第17171717条条条条    附則第附則第附則第附則第10101010条条条条のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用があるがあるがあるがある宅宅宅宅

地等地等地等地等（（（（附則第附則第附則第附則第9999条第条第条第条第2222号号号号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる宅地等宅地等宅地等宅地等をををを

いうものとしいうものとしいうものとしいうものとし、、、、法第法第法第法第349349349349条条条条のののの3333、、、、第第第第349349349349条条条条のののの

3333のののの2222又又又又はははは法附則第法附則第法附則第法附則第15151515条条条条からからからから第第第第15151515条条条条のののの3333まままま

でのでのでのでの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用があるがあるがあるがある宅地等宅地等宅地等宅地等をををを除除除除くくくく。）。）。）。）にににに

対対対対してしてしてして課課課課するするするする平成平成平成平成27272727年度年度年度年度からからからから平成平成平成平成29292929年度年度年度年度

までまでまでまでのののの各年度分各年度分各年度分各年度分のののの特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税についについについについ

てはてはてはては、、、、第第第第138138138138条第条第条第条第1111号中号中号中号中「「「「当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固固固固

定資産税定資産税定資産税定資産税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格」」」」とととと

あるのはあるのはあるのはあるのは、「、「、「、「当該年度分当該年度分当該年度分当該年度分のののの固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税にににに係係係係

るるるる附則第附則第附則第附則第10101010条条条条にににに規定規定規定規定するするするする課税標準課税標準課税標準課税標準となとなとなとなるるるる

べきべきべきべき額額額額」」」」とするとするとするとする。。。。 

２２２２    法附則第法附則第法附則第法附則第11111111条条条条のののの5555第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする宅地宅地宅地宅地

評価土地評価土地評価土地評価土地のののの取得取得取得取得のうちのうちのうちのうち平成平成平成平成18181818年年年年1111月月月月1111日日日日かかかか

らららら平成平成平成平成30303030年年年年3333月月月月31313131日日日日までのまでのまでのまでの間間間間にされたもにされたもにされたもにされたも

のにのにのにのに対対対対してしてしてして課課課課するするするする特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税特別土地保有税についについについについ

てはてはてはては、、、、第第第第138138138138条第条第条第条第2222号中号中号中号中「「「「不動産取得税不動産取得税不動産取得税不動産取得税のののの

課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは「「「「不不不不

動産取得税動産取得税動産取得税動産取得税のののの課税標準課税標準課税標準課税標準となるべきとなるべきとなるべきとなるべき価格価格価格価格

（（（（法附則第法附則第法附則第法附則第11111111条条条条のののの5555第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用がががが

ないものとしたないものとしたないものとしたないものとした場合場合場合場合におけるにおけるにおけるにおける課税標準課税標準課税標準課税標準とととと

なるべきなるべきなるべきなるべき価格価格価格価格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）にににに2222分分分分のののの1111をををを乗乗乗乗じてじてじてじて

得得得得たたたた額額額額」」」」としとしとしとし、「、「、「、「令第令第令第令第54545454条条条条のののの38383838第第第第1111項項項項にににに規規規規

定定定定するするするする価格価格価格価格」」」」とあるのはとあるのはとあるのはとあるのは「「「「令第令第令第令第54545454条条条条のののの38383838

第第第第1111項項項項にににに規定規定規定規定するするするする価格価格価格価格（（（（法法法法附則第附則第附則第附則第11111111条条条条のののの5555

第第第第1111項項項項のののの規定規定規定規定のののの適用適用適用適用がないものとしたがないものとしたがないものとしたがないものとした場場場場



33333333    

改正案改正案改正案改正案    現現現現    行行行行    

合合合合におけるにおけるにおけるにおける価格価格価格価格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）にににに2222分分分分のののの1111をををを乗乗乗乗じじじじ

てててて得得得得たたたた額額額額」」」」とするとするとするとする。。。。 

３３３３    略略略略 

４４４４    略略略略    

合合合合におけるにおけるにおけるにおける価格価格価格価格をいうをいうをいうをいう。）。）。）。）にににに2222分分分分のののの1111をををを乗乗乗乗じじじじ

てててて得得得得たたたた額額額額」」」」とするとするとするとする。。。。 

３３３３    略略略略 

４４４４    略略略略    

    



    

    


